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要素代替，技術進歩bよび所得分配
小原 久治
はじめに
この小論は要素代替や技術進歩が所得分配にどのような影響を与えるかについて考察することを
目的としている。
要素代替と技術進歩は生産理論や成長理論における重要な概念であるO これらの概念と所得分配
との相互関係を考察することは， 微視的な生産理論と巨視的な所得分配理論との聞にどのような相
互関係が存在するかという新しい角度から考察することを意味している，。 この考察はそのような相
互関係を導入した綜合的な所得分配理論を形成するための第1次的接近として役に立つことである
と考える。
巨視的分配理論において， 例えば，賃金分配率が相対的な要素価格の変化につれてどのような尺
度で上昇するかは巨視的生産画数の形式に依存する。生産要素の労働と資本が代替可能であるとき
には，貨幣賃金率の上昇は資本による労働の代替をもたらせる。 この場合には資本による労働の技
術的限界代替率は変化し，賃金分配率は変動する。 このような所得分配の変動とその範囲が代替の
弾力性によって決定される場合には， 技術進歩の存在しない要素代替が達成される古典派の限界生
産力説の場合があてはまる。 しかし，実際には所得分配は代替過程に関連し，その代替も労働節約
的技術進歩や資本節約的技術進歩に関連する。 この場合には巨視的限界生産力説の場合があてはま
る。この意味では所得分配の状態は変化するときも変化しないときもある。
小論の構成は次の通りである。第I節の問題意識に次いで，第E節では， CES生産画数とVES生
産画数にもとづいて要素代替， 技術進歩および所得分配の聞の相互関係を主として分配理論的観点
から検討する。第E節では，改めてそれらの生産画数と中立的技術進歩や非中立的技術進歩との関
連を検討する。第N節では，第E節と第E節に関連して用いられたいくつかの評価方法となかんず
く生産画数のパラメーターの評価を分配理論的観点から吟味する。第V節では，前節までに得られ
た結論を示し，残された問題点を明らかにする。
I 要素代替，技術進歩および所得分配の相互関係
この節では要素代替，技術進歩，所得分配の聞の相互関係を主として分配理論的観点からCES生
産画数における場合とVES生産画数における場合に分けて順次検討する。
1. CES生産画数における場合
(1) CES生産画数の一般的特色
CES （“♀onstant ~asticity of §_ubstitutionづ生産画数は， 1961年に初めて Stanfordグループ
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のACMS(K. J. Arrow, H. B. Chenery, B. S. Minhas, R. M. Solow）が19か国の国民
経済の統計資料を用い， 24の産業部門を対象として経験的に検証した具体的な画数である。 この国
際比較における横断面分析は研究対象の国民経済における代替の弾力性が極めてさまざまな値にな
っていることを示している。この代替の弾力性の値が，例えば，ある国の経済発展段階とその国の労
働可能人口，生産技術の状態，機械化ないしは自動化の程度のような外生的諸要因にどの程度まで
関連しているかということについては，ここでは重要なことではない。 むしろ代替の弾力性σの値
が1ではないということが重要である。 Stanfordク事ループとは異なる方法で独立に M.Brownと
J. S. de Cani, J. D. Pitchford, J. W. KendrickとR.Satoは CES生産画数を導いてい
る。それ以来この生産画数はCD生産l画数とならんで多くの理論的・計量経済学的研究のために用
いられている。
CES生産画数の特色は，数学的に単純で大抵の場合統計的にも実測可能であり，生産要素の労働
と資本との聞の代替の弾力性σが o＜σ＜∞の範囲内で一定の値を取ることができるという点に
ある。 この特色は，大抵の場合 1次同次の場合に限定されるとしても，すべての同次性の度合が可
能である。 また，各産業部門間の代替の弾力性は異なっていることもその特色の中に含められi5~
CES生産画数は次の形式で示される。
(1) Y = r { oK一ρ＋( 1 -o) L －ρ｝－f, o<Y, K, L三五∞， o＜σ＜∞， 
O三五S三五 1, -1豆ρ三五∞
ここで， Yは生産量（社会的生産物，あるいは，実質産出量） ' Kは純資本量， Lは労働時間表
示の労働投入量， σは分配パラメーター（distributionparameter) , ρは代替パラメーター（sub-
stitution parameter) ' rは（中立的な〉効率パラメーター（efficiencyparameter) , えは規模
パラメーター〈同次性パラメーター）である。
このCES生産画数（1）は，数学的にみれば， 一ρ次の分配パラメータ－oで荷重した平均をあらわ
し， 2回微分可能であり， 収穫逓減を示しているが， 経済的にみれば， 回帰分析の接近方法を用
いて労働生産性手と貨幣賃金率Jとの聞に線型関係を形成している。 これに対して， 既に周知の
CD生産画数の回帰分析はその線型関係において労働生産性と資本集約度制装備率ザとを結
びつけている。
1 (8) 
さらに， ρ＝す一 1が成り立ち， ρの値の存在範囲は代替の弾力性σから得られる。 σ＝∞のと
き， p=Iであり， σ＝Oのとき， ρ＝∞であるから， o＜σ＜Iのとき， o＜ρ＜∞となり，
1＜σ＜∞のときには，－ 1＜ρ＜oとなる。分配理論的理由から指数Aは規模に関する収穫不変
の仮定の下ではA=lである。従って，（1）式は次式のようになる。
(2) Y = r{o K－ρ十（ 1 -o) L－ρ｝－l 
この形式の CES生産画数は， 1次同次，すなわち，収穫不変であり，資本集約度のすべての値に
一定の代替の弾力性が示す一群の生産画数をあらわしている。 。y
この画数は次の周知の新古典派的特色をもっている。労働の限界生産物arと資本の限界生産物。y
一一ーはaK 
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(3) 名＝C1 -o) r－ρ（そ)1＋ρ＝ c1 -o) r一ρ（り
(4) 芸＝or一色)1村＝orぺ針
(3), (4）式はともに各項が正であり， 限界生産物が Oでない投入値に関して正である。（3), (4）式
は，一方の要素投入量が増加し，他方の要素投入量が一定のままであれば， 生産量は増加すること
を意味する。
さらに， 2つの限界生産物は全値域にわたって単調に逓減している。 このことは次の式から直ち
に求めることができる。
a2y M 1 ay ¥ 
(5) av=v〔L瓦 －Y)
。2y N I ay ¥ 
(6) 一一一＝－（K--Y)oK2 K2 ¥ oK J 
1-aーρ！Y点王 0 －ρ！Y＼与王
ここで， ~＝<Jr ¥r) , N=-;;rほ） である。（5),（的向まともに，｛ = 1のとき
には負である。
CES生産画数のもう 1つの特色は， 生産画数の一様なi函数形式を意味する σが1に近づくとき，
すなわち， ρ→ Oのとき， CES生産画数からCD生産画数が導かれ， σ→ Oのとき， すなわち，
ω） 
ρ→ 1のときには， Leontief生産画数が導かれるという点にある。
(2) CES生産画数の分配理論的含意
CES生産画数の一般的特色はCES生産画数が生産理論における重要な接近方法と分析用具である
ことをあらわしている。 この接近方法や分析用具が分配理論の展開に直接役立たないとしても，新
しい分配理論の理論構造の形成に役立つことは確かなことである。 この意味において， CES生産画
数の分配理論的合意、を考察するにあたっては， 少なくとも次の3つの点から検討する必要がある。
第1に， CES生産画数のパラメーターがもっている分配理論的合意を検討することが必要である。
第2に， CES生産画数から導かれる諸変数の存在範囲を検討すること， そして，第3に， CES生産
画数から導かれる賃金分配率と利潤分配率のそれぞれの変動範囲を明らかにすると同時に， 2つの
分配率の変動が生じる原因について検討することが必要である。これらの点を順次検討する。
① CES生産画数のパラメーターの分配理論的合意
CES生産画数は3つの重要なパラメーターをもっているが， そのうちの 2つは積分定数として導
入されたものであり， もう 1つは代替の弾力性が一定であるとし、う仮定から得られたものである。
ω 
(i) 分配パラメータ－oは，等量曲線の勾配を決定し，要素所得の分配を決定する。
(i) 代替パラメーター ρ，ないしは，代替の弾力性σは，等量曲線の曲率を決定する。
(i日 効率パラメータ－rは，等量曲線の位置を決定し， 所与の要素投入量に対応する生産量の変
化を決定する。
CES生産画数のパラメータ－o, ρ， Tは， 経験的実証によれば，ある値をもち，この値に対し
ては 1次同次であることを示している。 パラメーターの値は長期におけるその相対的な不変性に依
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存する。
分配パラメーター
生産物市場と要素市場において完全競争を仮定し， 利潤最大化原理を仮定すれば，
fと利子率（資本の要素価格〉ないしは利潤率πの水準はそれぞれ労働の限界生産物と資本の限界
貨幣賃金率
）???
?
（?
生産物で与えられる。（3), (4）式から次の式が成立する。
l ＝芸＝C1 -o) r －ρ（そ）~
π＝if= or－ρ（を）｝
(7) 
(8) 
l I K＼土 ！K、l＋ρv 要素価格比率五と技術的限界代替率との均等から石は ~rt=b:J L比例することが導か
れる。従って，川但）式から要素価格比率い得られる。
÷＝午（ぞf＝与三（そ）1＋ρ(9) 
(9）式の両辺に去を乗じれば，利潤所得πK附する賃金所得lL叫はすなわち，利齢配率
lL y に対する賃金分配率ヲ7 の相対的な所得分配率が得られる。
長＝与三（そ）~＝与三（そ）
中立的技術進歩を示す効率パラメータ－rは相対的な所得分配率にはいかなる影
非中立的技術進歩は分配パラメータ－oを変化させなし、からである。労
K すなわち，資本集約度τが上昇すれば，賃金分配率は利潤
(1(} 
。。式によれば，
響も与えないことになる。
働に比べて資本を増加させるならば，
分配率に比べて上昇することになる。
賃金分配率と所与の σの下で，従って，所与のρの下で相対的な所得分配率が決定されるから，
ELは（7）式から得利潤分配率をそれぞれCD生産画数の分配率とは異なる記号ELとEKで示せば，
られ， EKは（8）式から得られる。
EL ＝そ＝~ι＝ C 1 -o）ぺζ）
円 πK ay K ＂＇－・一 ρ！Y＼ρ
ιK＝ア＝夜了＝ Uf ＼玄／
(1) 
M 
。y ay 
労働の限界生産物ar’ないしは資本の限界生産物否玄’分配
パラメータ－o，代替パラメーター ρ，効率パラメータ－rいかんによって決定される。 ここで収
穫不変の仮定の下では EL+EK= 1が成立している。
賃金分配率ωと利潤分配率ωは，
CD生産画数に比べて分配パラメータ－oは分配だけを決定しないということが重要である。れま
等量曲線の勾配を決定するから， その接点の状態とともに生産要素の限界生産物に逆比例する座標
軸における接線の切片が得られる。賃金分配率EL(=1-EK）と利潤分配率EKの比率は（9）式から
決定される。
要素代替，技術進歩および所得分配 -153ー
M EK dL 0 ( L ＼÷一一. .-
1 -EK -dK -1 -o ¥ K} 
L このM式から所得分配が決定される。すなわち，所与の資本集約度の逆数？とと一定の代替パラメ
ーター ρ，従って，一定の代替の弾力性σの下では， 所得分配は分配パラメータ－oいかんによっ
働 側
て決定されることは明らかである。 8を H.Brownの解釈と同様に資本集約度パラメーターと名
づければ， CES生産画数の範囲内で分配パラメーターの役割を果たしている。 5が変化すれば，等
量曲線が点 K=Lのまわりを回り，資本集約度の変化に影響を与える。要素価格が一定であるとき
には，賃金分配率も利潤分配率もともに変動する。
ω 代替パラメーター
要素投入量比率の変化は所与の等量曲線に沿って動くときにも生じる。 2つの生産要素が産出量
を一定にとどめている間にある値域にわたって要素投入量をある等量曲線に沿って代替できるとき
dL の容易さを示すものが代替の弾力性であれ労働に対する資本の技術的限界代替率tsはts=-dK
である。資本と労働との聞の代替の弾力性σは， J. R. Hicksによれば，次式で示される。
di K') YK －－－－ ¥ [ I YL ωσ＝一~ム／、K AiYK¥ 
L ~＼ YLJ 。y ay 帥
こで， YK＝一一， YL＝一ーである。 σは産出量の組合せ，あるいは，生産要素の組合せに依。K oL 
存する可変的なパラメーターであるが，（14)式は次式のように書き換えることができる。
M 
d(!f) 
竺与 ＿!il_土
- d（÷） -d（÷） lf 
π 
CES生産画数の代替の弾力性σは，点弾力性として定義されるから，常に一定である。 しかし，
代替の弾力性は o＜σ＜∞の範囲内の値を取ることができる。従って，代替パラメーター ρの存
在範囲は－ 1豆p孟∞である。
σ＜1のときの CES生産画数の等量曲線は座標軸に平行に漸近的に近づき， σ＜1のときには
漸近線はgoo以上の角度をもっている。
CES生産画数の曲率も所得分配を決定するから，代替の弾力性の値は要素投入量比率，賃金分配
IL 
率と利潤分配率との比率五玄がどのように変動するかとし、う作用様式を明らかにする。
(1$式から，資本集約度の上昇につれて， σ＜1のとき，賃金分配率は上昇するが，利潤分配率は
低下することが明らかになる。また， σ＝lのときには，賃金分配率も利潤分配率もともに不変で
あり， σ＞Iのときには，賃金分配率は低下するが，利潤分配率は上昇することが明らかになる。
同様にして，労働集約度の上昇につれて， σ＞Iのときには，賃金分配率は上昇するが，利潤分配
率は低下する。また， σ＝1のときには，賃金分配率も利潤分配率もともに不変であり， σ＜Iの
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ときには，賃金分配率は低下するが，利潤分配率は上昇することが明らかになる。 すなわち，利潤
分配率と賃金分配率との相対的な所得分配率の比率の変化は要素価格比率1に対する要素投入量比π 
率去の比率の変動に等しいことが明らかになる。
(i日効率パラメーター
（中立的な〉効率パラメータ－rは技術進歩を生産画数に明示的に導入する役割を果たしている。
技術進歩が生産画数を変化させるならば， Tはますます大きくなる。要素投入量が一定であるとき
には，生産量が増加するからであるO 技術進歩は一定値Tだけ変化するから， Hicksの意味の中立
的技術進歩が存在する。 資本集約度が不変であり，従って，賃金分配率も利潤分配率もやはり不変
である。
② CES生産画数から導かれる諸変数の存在範囲
y 
まず最初に， CES生産画数から導かれる資本生産性玄rの存在範囲は， σキ1の仮定の下では，
限定されることを検討しなければならない。この範囲を示す値はCES生産画数（2）から直ちに導くこ
1 とができる。（2）式の両辺に玄を乗じて変形すれば，
( !K¥P)_l. fl¥1.( 1-ofK＼ρ） _l_ 
(16) x= r 1 a十c1 -o ）〔τ）ド ＝ r 〔τ）ρp 十--r-~τ）｝ ρ ， σ ＝百7
(16）式によれば，分配パラメータ－oが所与であるときには，資本生産性は資本集約度手の二者択
凶 日
一的な値の下でどのような値をとることができるかとしづ代替の弾力性σ，従って，代替パラメー
ター ρに依存する。資本生産性の存在範囲を決定するためには， σくし ρ＞oのときと， σ＞I.
ρ＜oのときの 2つの場合に分けて検討しなければならない。
σ＜iの仮定の下では，労働の限界生産物と資本の限界生産物との比率の相対的な変化は資本集
伺
約度の逓減に対応する。 σ＜Iの値は労働と資本との聞の代替の弾力性が弱し、ことを示している。
要素投入量比率が資本から労働へ低下するときには， それに対応した限界生産物比率は相対的に急
上昇する。代替が連続的に可能であるときには， 利潤分配率は低下し， 資本生産性は常に上昇す
る。代替関係が弱く，しかも，資本集約度が低下するときには，資本生産性はある特定の有限の極
限値よりも大きくなることはできない
K このことはω式を用し、て証明することができる。資本集約度工が低下するとき，~＞ o であるか
Y r 1-ofK＼ρ1ー 土ら，そのイ直は（16）式の小括弧と中括弧の中で減少する。資本生産性7は（16)式の ~1 ＋一一一（－）｝
.n l o ¥LJJ 
K ( 1 -o IK ¥P1 _l_ 
の負の指数日って上昇する。 τ→Oのときには， 11 ＋~lr)} ρの値は 1に近づくことに
y . y fl＼よ
なる。資本生産性玄の有限の極限値は， i~玄＝r＼τ）ρ ， (p>O, h＝τ〉となり，資本
生産性の上限値が生じる。 従って，資本生産性の有限の極限値は代替の弾力性σ，あるいは，代替
パラメーター ρの特定の水準とならんで所与の分配パラメータ－oと効率パラメータ－rによって
決定されることになる。 この場合は， ω式をみれば，利潤所得に流れ，賃金分配率ELはその値を
0 ￥こ減少させる （EL=1 -EK）こと （EK→ 1)は明らかである。 これに対して，国民所得に占め
K る労働人口の分配率は， z→Oであるから，労働者1人当りの所得がOになる。
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労働生産性その有限の極限値は， 労働生産性をCES生産画数（2）から導くときに得られる。 (2）式
の両辺に-tを乗じて若干の変形をすれば，
Gカ そ＝r{ o（ぞrp+( 1 -0) rp= r（己a-Y{1十三百（そ）－ρ）マ
h= 〈ρ＞o,limζ＝ 0, 
h→ 0 .L 
いま，手→Oであれば，所与の条件の下で労働生産性の極限値は，
もとふ。
他方において， そが連続的に上昇することを仮定すれば，仮定の σ＜1は要素価格比率土を相
dY 対的に大きく上昇させることを意味する。従って，限界資本生産性ョKの低下は利潤分配率の逓減
y 
ないしは〈平均〉資本生産性玄rの逓減に対応する。 その結果， 所得分配は生産要素の資本，すなわ
ち，利潤分配率に有利となる。 労働を資本に代替する可能性が大きいときには， （平均〉資本生産
性差はM式によって ~~x=o, （ρ＞o, h =y） となり，労働生産性その上限値比y K 
y ( 1 yl £~てy=r\T=-5） ρ ， 〈ρ＞o,h ＝？となる。
σ＞iの仮定の下では，資本集約度の変化は限界生産力比率ないしは要素価格比率の逓減に対応
する。労働者1人当りの資本投入量が減少し， 所与の労働生産性の下で利潤分配率を低下させると。y
きには，資本の限界生産物万玄 （＝YK） は仮定の σ＞iによって逓減する。 資本と労働は代替可
能であるから資本生産性が資本を労働へ代替させることは前述の σ＜iのときのような有限の極
限値を取れないことを意味する。むしろ了Oのときに（16）式を用いれば得られる。 また， E→OK 
のときには， 伐-x=cx:i'（ρ＜ 0' h =-r）となる。
国民所得はω式に対応して利潤分配率EKをOにする。 さらに，所与の条件の下では，労働生産
Y Y f 1 ＼~ I K¥ 
性τf有限の極限値がむれる。すなわち， 出τ＝r¥ I-=百j， （ρ＜o, h＝τ）とな
る。 -K→Oであれば， tはこの下方の極限値以下に低下する。 同様にして，労働の限界生産物
と資本の限界生産物の 2つの極限値は，労働が資本に代替され， しかも，資本集約度が無限の高い
値を取るとし、う仮定の下で導かれる。従って，。。， O方式から，
f仰ζ＝∞， （ρ＜o, h＝吾〉が導かれる。
h→∞ 
y fl ＼~ lim 17= r(T} 
h→00 .ll. 、U ' 
第1表 労働生産性と資本生産性の存在範囲
および賃金分配率と利潤分配率の変動範囲
σ，P K 
y y 
L K L EK 
K 1 
σく 1,P>O T→0 max ro p 。 1 
のとき K 
一ーL一一ー一→00 。 max r 1ーの ρ 。
K 
σ＞1, pく O L →。 exコ min r 1ーの ρ 。
のとき K 1 一L一一一一→exコ min roρ Cわ 1 
（ρ＜o）と，
EL 
。
1 
1 
。
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y y 
ここで，生産要素の資本と労働に関連して資本生産性玄と労働生産性工の存在範囲の極限値を
K 示せば，第1表のようになる。資本集約度工は， 仮定 σ＞I，あるし、は，仮定 σ＜iの下で， O孟
5孟∞の範囲内の二者択一的な値を取ることができる。
この場合， 賃金分配率ELと利潤分配率EKがどのような方向に変動するかは第1表から読み取
ることができる。
以上のことから， CES生産画数の生産理論的・分配理論的合意に関連してCES生産画数は，仮定
の σ＞i，あるいは，仮定の σ＜1の下で，次の 2つの本質的な相違点をもっている。 1つは，
y 
資本生産性玄ないしは労働生産性zの存在範囲はそれらの極限値によって限定されるという点で
ある。 もう 1つは，偏生産弾力性ないしは賃金分配率ELと利潤分配率EKの和は1になるが， こ
れらの分配率は， ともに一定ではなくて二者択一的な要素投入量比率の下で代替の弾力性σいかん
によって決定され， 2つの極端な値で、ある 0と1との聞のすべての値を取ることができるという点
である。
③ 賃金分配率と利潤分配率の変動原因
賃金分配率と利潤分配率が分配理論的観点の下ではどのような原因にもとづいて変動するかを検
討しなければならない。この場合，少なくとも次の 2つの原因を考慮することができる。
(i）所与の生産画数の下では要素価格が変化し，要素価格比率も変化する。 そのため，賃金分配
率と利潤分配率はともに分配パラメータ－oと代替パラメーター ρの値し、かんによって変動すると
いう原因がある。
(i) もう 1つは， 非中立的技術進歩のときには，効率パラメータ－rだけが変化し，分配パラメ
ター－oと代替パラメータ－pは変化しないであろうから， 代替の弾力性σの定義とその不変性お
側
よび競争条件の下で生じる労働と資本との聞の技術的限界代替率 tが変動するという原因がある。s 
~こ 1
dL oK 0 IL ¥a M t ＝一一一一一一一一一一一一（一）dK - oY - 1 -o ¥ K) 
oL 
M式によれば，非中立的技術進歩のときには常に5とσが変化することになる。
CES生産画数ではσが一定であるから，問題は Sの変分の影響を限定することである。技術進歩
による Sの変化は点K=Lにおける等量曲線の回転を意味する。等量曲線が所与であるときには，
資本集約度，従って，賃金分配率と利潤分配率はともに変動する。
f L＼士 1-0ω式を 5で偏微分すれば， ほ）=ts－γ であるから，
。ts 1 fl -o ¥ L ts 
00 ー (l-o)2¥ o J"s-o(l-o) M 
1 °ts 1 M式において， O<)t＜玄のとき， 716 ~i 0の増加につれて低下するo 玄＜0<1 のときに
は， Sの増加につれてすは上昇する。従って， 5の増加われて労働と資本との聞の技術的限界
代替率は上昇する。 すなわち，資本の限界生産物は労働の限界生産物に比べて上昇する。 このこ
とは労働節約的技術進歩と資本使用的技術進歩が存在することを意味し， 所得分配は資本家の方に
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（利潤分配率の方に〉有利に変動する。 逆に， Sの低下につれて，技術進歩は資本節約的技術進歩
となり，労働使用的技術進歩となる。 この場合には賃金分配率は上昇し，労働者の方に有利に変動
する。
分配パラメータ－oの変化は，分配理論的観点の下では， 等量曲線が回転し，要素価格が所与で
あるときには，資本集約度を変化させる。 この場合は賃金分配率と利潤分配率をともに変動させる
非中立的技術進歩である。
(3) CES生産画数の代替画数
師
A. P. Lernerによれば， CES生産画数はし、わゆる代替画数に変換することができる。この代替
画数は代替Reの極限値と資本集約度h(＝おとの間の画数関係をあらわしている。 CES生産画数
の代替画数は代替の弾力性に関する J.R. Hicksの定義を用いて単純な方法で導くことができ
倒 ω）
る。この場合の代替画数は次式で示される。
~q Rc=f(h）＝与ザ
ω式は指数画数をあらわしている。 σ＜Iのとき，この画数の曲線は資本集約度hの上昇につれ
て指数的に上昇する。 σ＞Iのとき，資本集約度の上昇につれてこの画数の曲線は逓減する形状で
示される。
CES生産画数の代替画数Reは， σ＝1のとき， CD生産画数の代替画数Renから得られる。 Ren
1-0 
は原点からはじまる勾配5 ーの直線で、ある。分配パラメータ－oはCK,L）面，あるいは， （Re,
h）面に対応するときの生産画数および代替画数の形状を決定する。第1図と第2図はそのような特
別な場合を含むCES生産画数を示している。
K 
CES Re 
（?
。 ? ? ? ? ）
Re 
σ＝O ・σく1
σ＝1 
σ＞1 
Ren Leontief 
σ＝O 
b=O 
c=O 
σ＝1 
b=l, c=O 
?
?
、。
?
?
? ， ，?
?
??，
?
?，
Re，σ＞1 
b>t,c=O 
σ＝∞（完全な代替）
b=oo, c=O 
。
L 0 h 
第 1図
2. VES生産画数における場合
(I) VES生産画数の一般的特色
VES （“Y,ariable filastic:ity of §_ubstitution”〉生産画数は純粋に CES生産画数が一般化された
(30) 
形式のものである。
VES生産画数の第1の特色は代替の弾力性が可変的であるという点にある。 この点がこの画数に
第 2 図
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おいて新しく生産理論的・分配理論的に興味のあるところである。
VES生産画数は次の形式で示される。
「 －n I 1ハ－c(l＋ρ） _n) －~ 
帥 y={,BK＂＋αη（壬） L "[ P 
ここで， α＝CI-o)r－ρ， ,e=orーρとおけば， VES生産画数ωは次式のように書き換えるこ
とカミで、きる。
(zj Y = r { oK一川1-o) h-c(l 九一ρr~
K 
ここで， hは資本集約度τである。 その他の記号は既述の通りである。 この生産画数は， 1次
同次であり， Hicksの意味の〈中立的な〉効率パラメータ－rをもっている。 。yω式の形式のVES生産画数も新古典派的特色をもっている。労働の限界生産物否Zと資本の限界。y
生産物が は，
ω 芸＝ αη｛1 -c ( 1 ＋す〉）（そ）叩＋ぺζ)1＋ρ＞o 
ω 長＝,e（長)1～仰（1寸〉（ぞ）－c(l＋ρ〉ー 1（そ)1＋ρ＞o 
（幼， ω式はともに各項が正であり，限界生産物がOでない投入値に関して正である。
さらに， 2つの限界生産物は逓減している。このことは次式で、示される。
ω 祭＝ αη｛1-cc1+l)}C1叩ーl)K叩叩九(1句）（c-1）ー i<o
一 lρj
白0 芸f;-＝一αη｛i一C
一 l ρ ) l ) 
ω式のときには 1次同次の生産画数が肝要であるから， 代替の弾力性を決定するためには， R. 
国
G. D. Allenの定式が用いられる。この定式によれば，代替の弾力性σvは次式で示される。
。y av 
aL aK 
I y 、
1 ay ay 仁 Z ¥ 
7i aL否玄I.lーι K av I 
' L aK 1 
思7) ? ???
1-c （す）
K ay Y 
ここで， --y;=h, 夜＝ π，--y;=Yである。純粋競争下の費用最小の第 1次条件です技術
I 倒
的限界代替率仁＝ニーと y=l＋加を用いて閉式は次式のように書き換えることができる。
:i π 
σ b b 
v= 1 t~ ¥ = I lL ¥ 
1-c( 1 ＋すl 1-c(l＋夜）
倒式から， VES生産画数の代替の弾力性σvは，一定ではなく， パラメーターにパラメーター
IL lL 
b，利潤分配率芋に対する賃金分配率アの比率五玄’あるいは，技術的限界代替率tsないし
邸）
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は要素価格比率手と資本集約度比依存することは明らかで、ある。 このavは経験的に評価する ζ
きに用いられる。
VES生産画数の第2の特色は， c=Oのときにだけ σv=b ＝一定となり， σv= b = 1のとき，
VES生産画数からCD生産画数が導かれ， σv= b = 0のとき， VES生産画数から Leontief生産画数
が導かれるという点にある。
VES生産I画数の第3の特色は， CES生産画数の代替の弾力性σが産出量の水準とは無関係に 1つ
の等量曲線上のすべての点で，従って，等量曲線図表のすべての点で同じであるのに反して， VES
生産画数の代替の弾力性σvが原点からはじまる正の勾配をもっ直線に沿うときに限って同じでな
ければならないし， σvは等量曲線に沿って変化するという点にあご
(2) VES生産画数の分配理論的合意
VES生産画数の分配理論的合意を考察するにあたっては，ここでは， VES生産画数のパラメータ
ーがもっている分配理論的合意を検討することにする。
VES生産画数は4つのパラメーターをもっているが， 0' ρ，TについてはCES生産画数の場合
のことがあてはまるから，ここではパラメーター c（回帰係数〉についてだけ言及する。
パラメーター cは倒式の乗数h-c(l＋ρ〉に関連し，この乗数はc=Oのとき 1になる。すなわち，
倒
C=Oのとき VES生産画数からCES生産画数が導かれる。パラメーター cの値は分配理論的分析に
対しでもとりわけ技術進歩の実測に対しでも極めて重要な役割を果たしている。
次に，生産物市場と要素市場における完全競争と利潤最大化原理を仮定すれば， 貨幣賃金率fと
利潤率πはそれぞれ労働の限界生産物と資本の限界生産物で与えられる。
l＝芸＝叶1-c( 1 ＋す））（杢）叩
側 π＝芸＝/3 （ζ)1～仰の十す）（f）叩刑一1（ζ)1＋ρ 
要素価格比率い， ω，側式から得られる。
αη－H 
π (3k 1 ＋ρ＋Hh-1 
。s
K ! l¥!K＼一c(l＋ρ＇）！ Y¥1＋ρ 
こーで， h一一， h-- H=ar;c( 1十一）（ー ） ｛一） である。 ω式の両辺に玄-K -L’＼ ρ八LJ ¥Lノ
lL ‘ を乗じれば，利潤分配率に対する賃金分配率の相対的な所得分配率五玄が得られる。
(32) lL －αη－］ αη＋ (3k 1 ＋ρ 一一一－ ., J =-1 ＋ソ 唱
πk (3k 1 ＋ρ十J J +f3k 1 
ここで， ］＝Hh-1である。倒式が正であるためには， ar;>J，従って， 1＞や寸）－
h-c(l ＋ρ〕－lyl＋ρ＞oでなければならない。倣から相対的な所得分配率長土資本生産性h，資
本集約度hおよび労働生産性y（＝おの画数であることは明らかである。
賃金分配率と利潤分配率をそれぞれCES生産画数とは異なる記号VLとVKで示せば， 賃金分配
率は（23）式から得られる。
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(3) た＝手＝－［＋＝す（αr;-H）＝乎｛1 -C ( 1 +  )h-c( 1勺 1＋ρ） 
利潤分配率は凶式から得られる。
。4) K＝手＝益予＝(3kp +H側一.1= {3kρ＋仰の＋す）h-c( 1句〉一lyl＋句一1
賃金分配率倒は， 労働生産性y，資本集約度h，代替パラメーター ρ，パラメーター c，パラメ
ーター η，ノミラメー ター α 〈従って，分配パラメータ－o, 効率パラメータ－r，代替パラメータ
一ρ〉によって決定される。
利潤分配率制）は， 資本生産性h，資本集約度h，労働生産性y，パラメーター c，代替パラメー
タ－p，パラメーター η，パラメーター αとパラメータ－ {3 c従って， 分配パラメータ－o，効率
パラメータ－r，代替パラメーター ρ〉によって決定される。
収穫不変の仮定（ρ＝O）と，
(3) VES生産画数の代替画数
c = 0, η＝1のときには， VL十VK=1が成立する。
CES生産画数の場合と同様にVES生産画数の場合にもその代替画数を形成するのは， 代替画数を
用いて技術進歩の役割を考察するときに役立てたし、からである。
一般に代替画数は形式的にはCES生産画数やVES生産画数のような複雑な生産画数を比較的単純
な方法であらわすことができる。
開
VES生産画数の代替画数Rvは次式で示すことができる。
(35) R戸（（三-a)h寸1+h(1-!:b-c) }-I 
関式において C=0, b= 1のときにはCD生産画数の代替画数Renが導かれるO この点がVES
生産画数の代替画数の特色であるく第2図〉。
VES生産画数の代替画数は，単純な形式では Rv=f(h）で示される。この画数の曲線の形状は，
b+c>Iとb+c<Iの2つの場合に分けて考えることができる。縦軸にRvを取り，横軸にhを
取れば， b+c>Iのときには， その曲線は原点から逓減する形状で示され， b+c<Iのときに
は， その曲線は原点から逓増する形状で示される。
R 
。
第 3 
b+c>l 
R = f(h) 
図
h 
第3図と第4図はそれらのことを示している。
R 
。
第 4 図
b+cく1
R = f(h) 
h 
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VES生産画数の代替の弾力性σvは資本集約度htこ応じて変化するから， Rvの曲線上の点ではさ
倒
まざまな代替の弾力性が存在する。（28）式のσvは倒式の Rvを用いて拡張することができる。
b Gゆ σv＝ 〆 n 、＝〆 4 、
1-cl 1 ＋主主l 11 + ム ｜ 
¥ h) 1-cl 三世Ai-A~j 
b+c-1 c 」こで， A 1 = －－－－－－－.，：－一一， A2＝一一一一ーである。 側式は代替の弾力性σvが， 資本集約度hのb b+c-l 
画数であることを示している。この画数は回帰係数cの値が0であるときに限ってσvとhの相互関
係を明らかにできるものである。
σv>o, b>o. c>oとしづ仮定の下で側式は次式のように変形することができる。
K oY 
側 1 _ ___ELミ0' あるいは， c~宣乙＝ L oK =ir_互
- y Y oK Y 
L 
ay K 
制式の百玄γ は資本の生産弾力性に対応し，これは分配パラメータ－o (O~o~l）に対応する0
(38) o<c豆S
(38）式は分配理論的に重要な回帰係数cの存在範囲と分配パラメータ－oの下限を示している。
以上において要素代替，技術進歩および所得分配の相互関係を純粋な生産理論・分配理論的観点
から考察したわけで、ある。
皿 要素代替，技術進歩および所得分配の
相互関係における技術進歩の役割
第H節の考察では，要素代替と所得分配との関連を考察することが中心問題であり， 技術進歩に
ついては十分に考察していない。そこで，この節では，要素代替，技術進歩および所得分配の相互
関係において技術進歩がどのような役割を果たしているかを明らかにしなければならない。 この場
合にも CES生産画数における場合と VES生産画数における場合とに分けて順次検討する。いずれの
場合にしても効率パラメーターについては Hicksの中立的技術進歩が先験的に確定されていること
を仮定しなければならない。
1. CES生産画数と技術進歩
CES生産画数と技術進歩との関連はまず最初に中立的技術進歩の概念を用いて明らかにすること
ができる。 CES生産画数における Hicksの中立的技術進歩は，資本集約度が一定であるときには，
(K, L）面の原点に対する等量曲線の平行移動に影響を与えるものである。他の事情が不変であ
れば，効率パラメータ－rが変化するときに，産出量は変化する。 この変化につれて分配パラメー
タ－ (jと代替パラメーター ρが変化するときには， CES生産画数の等量曲線の曲線とその勾配も変
ω） 
化するであろう。
技術進歩の非中立的な場合に対しでも Hicksの中立的技術進歩の概念にもとづいて次のような類
別基準を確かめることができる。そのためには，黙示的な生産画数 Yt=F(Ki, Lt. T）を用いる
必要がある。ここでTは技術進歩である。この生産画数は1次同次でなければならない。時間tの
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偏微分を用いてこの生産画数から要素生産性fytの成長率を求めることがで、きと
oF 
at Ft 
fyt=-r=Yt-> 0 (39) 
産出量の成長率は要素投入量
帥
側式はいわゆる“intensityof innovation ”をあらわしている。
が同じであるときには技術進歩だけに帰国する。
時間の経過に伴う資本の限界生産物と労働の限界生産物の相対的変化は次のように同様にして，
定義することができる。。IoY¥ oEK ar＼否玄／ <ftニ FK, 
IKt= iY =-pア＝マ，；：－
oK 
a I ay ¥ aF,_ 
I ar¥arJ at FLt 
Lt= ay ＝~＝ヲτ。L
位。
~1) 
オイラーの定理によれば，次式が成立する。
Y=FKK+FLL (42) 
1次同次の画数が仮定され
側式を考慮してω式を tで偏微分すれば，
I Yt=mf Kt +nf Lt 
資本の生産弾力性mと労働の生産弾力性nには収穫不変，すなわち，
るから，倒式から，
m+n= 1 住3)
技術進
I yt=mf Kt+ C 1 -m)f Lt 
回
(39）～（胡式を用いれば，技術進歩の3つの様式を区別することができる。
資本集約度が一定であるときに，要素投入量の限界生産物が同じ尺度で上昇するならば，
歩は Hicksの意味の中立的技術進歩である。前述の関係によって次式が成立する。
ω 
fyt=f Kt=! Lt 
（~ 
(45）式から所与の資本集約度の下で技術進歩の「Hicksの偏奇」 BHが導かれる。
(45) 
BH=fKt-ILt言。
働式によって次の3つの場合が区別で、きる。
BH= 0のとき，技術進歩は Hicksの中立的技術進歩である。
BH>Oのとき，技術進歩は Hicksの労働節約的技術進歩である。
BH<Oのとき，技術進歩は Hicksの資本節約的技術進歩である。
臼。
????
①の場合には，いかなる偏奇も存在しない。 Hicksの中立的技術進歩は （K,L）面の座標軸の原
凶
点に対する等量曲線の移動にあらわれる。 ②と③の場合には，非中立的技術進歩は等量曲線の回転
にもその移動にも影響を与える。②の場合の Hicksの労働節約的技術進歩はK軸に対して等量曲線
を回転させる。限界生産力比率は資本に有利に作用するからである。 完全競争条件の下ではそれに
しかも，利潤率ないしは利子率は貨幣賃金率よりも上昇する。 .,_ '-対応して要素価格比率が変化し，
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のことは逆の意味で③の場合の Hicksの資本節約的技術進歩にもあてはまることであるO
このようなことはCES生産画数を技術進歩との関連で考察するときに代替の弾力性が既知でなけ
ればならないことを明らかにしている。 いままで技術進歩は代替の弾力性が同じであるときには等
量曲線の移動か回転によって達成されると仮定したが， 技術進歩は生産過程の代替の可能性，従っ
て，代替の弾力性がどのように変化するかという新しい生産行動にもとづいて影響を与える。 この
ことは等量曲線ではその曲率が変化する。 代替の可能性が生じるための条件は技術進歩が強く作用
することである。他の事情が不変であれば，代替の可能性が大きいほど， 技術進歩の作用は大き
い。 この場合，技術進歩が大きな代替の可能性をもっているから，等量曲線は初期時点におけるよ
りも弱し、曲率を示すことになる。
技術進歩は代替の弾力性の初期値とその最終値がどのようなものであるかによって示すことがで
きる。 ことばをかえていえば，代替の弾力性をどのように評価するかによって技術進歩を把握する
ことができるD
代替の弾力性σを評価する方法には次の少なくとも 2つの方法がある。 1つは， σの値をCES生
産画数聞の回帰分析の方法を用いて経験的に評価する方法である。 もう 1つは， CES生産画数の代
替画数を用いて評価する方法である。これらの方法を順次検討する。
嗣
第1の方法については， CES生産画数闘が用いられる。
(47) logy= log αキσlogi」「巳
ここで， yは労働生産性， lは貨幣賃金率， hσ＝bは一定であり（回帰係数〉， εは正の予想
値をもっ偶発的な変数である。（刊式は労働生産性と貨幣賃金率との聞の線型関係をあらわしてい
る。 この式から評価された代替の弾力性を用いてCES生産画数と技術進歩に関する接近方法をみつ
けることができる。
(48) At+ 1 -At _ n L n K At -uo1u1K 
この進歩画数は， 単純な 1次形であるとしても，この資本誘発的技術進歩の意味において具体的
な効果を考察するために用いられtoKは前期に投入された資本である。回帰係数αoは粗投資kが
実現されない中立的な独立した技術進歩を意味するものである。倒式からn期には，
倒 A（の＝f (l ＋αo＋α1{)dt 
ここで， A(t)=1とおき，すべての期間において労働の時系列と資本の時系列が連続して存在す
るときには，次の回帰分析の接近方法が得られる。
A(t)= Yt 
(50）「ー＿n)
~oK , + o-o)L "rρ 
評価された代替の弾力性が σ＝1であれば， (50）式はCD生産画数の意味における中立的技術進歩
を明らかにするための接防御こ単純化することができる。すなわち， A（かど： －aとなる。
代替の弾力性を評価するための第2の方法は， CES生産画数の代替画数Rc=f(h）から導くこと
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ができる。所与の資本集約度hの下では，代替画数Reはω式から得られる。
(51) Rc=C・hσ
Reで、は要素価格比率 Jだけを書き換えることができるから，倒式は次式のようになる。π 
(52) .!_=C・hqπ 
(52）式の両辺の対数を取れば，
tn（÷）＝ lnC＋÷tn（ぞ）
側式を時間tで微分すれば，
(54) .！＿ π＿］＿（ K L ') 一一 • - • 
1πσ ＼ K L J 
資本，労働，貨幣賃金率および利潤率のそれぞれの成長率がわかれば， ω式を用いて「歴史的
な代替の弾力性」を評価することができる。
(5) 
K L 
σK L 
Jπ 
Jπ 
この代替の弾力性の評価にもとづいて CES生産画数は，技術進歩との関連において，次の形式で
闘
用いられる。
側 Yt=AoeWct ｛紘一ρ＋ClーのL－うす
ここでは中立的な技術進歩に対してはそれらの成長率が一定であることを仮定している。 側式に
おける技術進歩，すなわち， 効率パラメータ－rは連続的かっ指数的な発展によって得ることが
できるし，任意、の成長率によっても近似的に得ることがで、きるf
制作＝AoeWct =Ao(l+ Wc)t 
非中立的な技術進歩の場合には，考察期間の範囲内でCES生産画数の分配パラメータ－oと代替
パラメータ－pがともに変化する。従って，等量曲線は （K,L）面の原点に対して移動すると同時
倒
に等量曲線の勾配とその曲率もともに変化する。
非中立的技術進歩を分析するためには，先験的な Hicksの中立的技術進歩を用いて考慮すべきで。y
はなし、から，次のように考えることができる。 CES生産画数から導かれる労働の限界生産物arと。y
資本の限界生産物否玄は，
。Y -o!Y ¥ 1 
倒瓦＝t = (1-o）れ〓τσ＞o
。y 。ー ρIy ¥-!
側 否玄＝ π＝ort〓玄o>o
(59）式ではもう 1つの周知の技術進歩の中立性概念が存在している。 この概念を次に要約する必要
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がある 0
(59）式の対数を取れば，
1 f Y¥ 側 ln: = lno －ρlnrt +-aln（玄人
側式を時間tで微分すれば，
向。 ~＝ -nL +-1( L ＿互＼π ，.， r‘σ＼ y K J 
y 
R. F. Harrodによれば，技術進歩が一定の利子率の下で資本係数ーの値を上昇，不変，低下K 
させるときには，これに対応して労働節約的技術進歩，中立的技術進歩，資本節約的技術進歩が生
じる。
利潤率と分配パラメーターがともに一定であるとき， すなわち，
は，制式から次式が得られる。
π -= o,
π 
?
?
?????? ?
??
?
_r l(Y K¥ 倒 pJ_＝－（一一一一一）
f' rσ ＼Y K J 
p＝÷－1とr=Ao内 tを用いて側式を変形すれば，
制）
K y 
－一一一一＝（σ－1)w K y 
制）式から所与の利潤率の下で正の技術進歩率 （Wa>0）に対する「Harrodの偏奇」 BHAが導か
れる。
K y 二三組） BHA＝一一ーーK y ミミ
制）式によれば，次の3つの場合が区別できる。
① BHA= 0, σ＝1のとき，技術進歩はHarrodの中立的技術進歩である。
② BHA>o, σ＞iのとき，技術進歩はHarrodの労働節約的技術進歩である。
③ BHA< o, σ＜iのとき，技術進歩はHarrodの資本節約的技術進歩である。
倒
Harrodの中立的技術進歩は生産要素の労働がその効率を上昇させることと一致する。 この意味
の中立性の概念は純粋に労働が増加するときの技術進歩であることを示す R.M. Solowの中立的
同
技術進歩においてみられる。 このことから中立的技術進歩をもっ次の3つの一般的な生産画数を示
闘
すことができる。
側 Yt=fCKt, A(t)Lt) Harrod中立的
側 Yt =A(t)f(Kt, Lt) Hicks 中立的
側 Yt =f(A(t)Kt. Lt) Solow 中立的
これらの生産画数は容易に一般化することができる。 2つの生産画数の効率が不均斉に上昇でき
倒
る技術進歩を欠いているからである。その一般化した生産画数は次式の形式で示される。
制） Yt=F(ewat Kt, e'31t Lt) Vanek中立的
ここで， Wa>o,WGキん＞oである。紛）式において， Wa=0, f31>0のとき，側式が導かれ，
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We＝んのとき，側式が導かれ， wa>o,f31= oのとき，（伺式が導かれる。
Solowの中立的技術進歩は， σ＜IのときにはHicksの資本節約的技術進歩と同じであることに
も注意しなければならない。
ここで中立的技術進歩と非中立的技術進歩は代替の弾力性σの値に対してどのような相互関係を
もっているかによって明らかにすることができる（第2表〉。
第2表技術進歩と代替の弾力性との相互関係
σ I Harrodの中立的技術進歩 IH仙の中立的技術進歩 I Solowの中立的技術進歩
σく 1I Hicksの労働節約的技術進歩 IHarrodの資本節約的技術進歩 IHicksの資本節約的技術進歩
I HicksO)'I>立的醐進歩 ｜…中立的技開 ｜…叩技術進歩σ＝ 1 
Solowの中立的技術進歩 Hicksの中立的技術進歩Solowの中立的技術進歩
σ＞ 1 I Hicksの資本節約的技術進歩 IHa吋
この表によれば， CD生産画数の場合に限り技術進歩は Harrod,HicksおよびSolowの意味の中
倒
立的技術進歩と同じものになることは明らかである。
次に， CES生産画数における技術進歩の概念は新しく一般的に把握することができることを明ら
側）
かにしなければならない。この場合の技術進歩は次の形式のCES生産画数で把えられる。
倒 れ＝｛UK品川（ ~L Lt）一ρ）寸
時間の経過につれて係数 ~K とごL は変化するが， この変化はそれぞれ資本と労働が増加すると
きの技術進歩（labor-augmentingand capital-augmenting“technical change”〉であると解釈
することができる。従って，技術進歩は資本投入量と労働投入量を何倍にもするわけである。側式
ay ay 
における技術進歩の様式は労働の限界生産物ーーと資本の限界生産物一ーのそれぞれの成長率で示す。L aK 
ことカミで、きる。
;iv ＿／も，. ¥ 1 ＋ρ 
同 j乞＝l＝σ（士一） >o 
?
?
?
?
??
?
?
??、?
??????
?
?
?
??
??
?
?
??、
??
＝
?
??＝
???
???? ?
?
??
??
?
／ ι ＼~！ K ＼士(72）ー＝（~ι ） <I (-)Q 
π ＼ ~K J ¥ L J 
(72）式の対数を取れば，
7 7 Fσ－1,fh¥ I,(K¥ (73) lnl -lnπ＝一一 ln｛一一）＋－lnト－）
v v v σ . ¥ ~K J σ’ ＼Lノ
同式を時間 tで微分すれば，
l(K L¥ 1ー σ（h ~K\ 
(74) 一一一＝－（一一一）一一一一（一一一）πσ＼K LJ σ ＼h gKJ 
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K L _, 一一一一一＝ Oのときには，技術進歩の「Hicksの偏奇」K L 所与の資本集約度の下では，すなわち，
BHが導かれる。
(75) B －~＿j__J_二工（h ＿ ~Kl HπJσ ＼ ~K ~K) 
同式によれば， Hicksの労働節約的技術進歩は， σ＜Iかっ三ム＿＿§＿互＞oのとき，h ~K 例えば，
（司式に存在する。ことばをかえていえば， σ＜iのとき，すなわち，労働が増加するときの技術進
歩の成長率は資本が増加するときの技術進歩の成長率よりも大きいときには， 労働節約的技術進歩
が存在する。 2つの成長率が同じ大きさであれば，
ら決定されないことになる。
Hicksの中立的技術進歩は代替の弾力性の値か
類似の方法では，所与の利潤率の下で，すなわち，~＝ O のときには，側式から技術進歩の
1: 
「Harrodの偏奇」 BHAが導かれる。
K y 金日
A＝一一一一一＝（ σー 1）主主K y ~K 
。
IL ¥O' 
技術進歩は倒式を変形して得られる。 ω式の両辺に〔xJを乗じて変形すれば，
（円） ぞ＝（を）τ司会）
., ., -r午
、－ '-L' or -ay L －－－ ,_ aL y _L 守 h（吋式は資本集約度 h（一一〉かーーとヱムの画数K ~K OK 。Y K K＝一一一ーである。aK Y 
であることをあらわしている。
係数h とごKの変化は，生産要素が増加するときの技術進歩と同義であり， 2つの係数の成長は
倒 ~L
一定の比率crL-rK）で指数的に生じる。 すなわち， TKの成長は次式で示される。
(78) （き）t＝（を）山一ら）t
（円）式を考慮して倒式の対数を取れば， lne = 1であるから，
(7~功 Chー な）t= tn（ぞ）t一正－；ln借入－tn( ~）t 
同式は回帰分析の接近方法， あるいは，技術進歩率をどのようにして評価するかとしう計算方法
（回）
の基礎をあらわしている。
2. VES生産画数と技術進歩
VES生産画数と技術進歩との関連は， CES生産画数の場合と同様に考えることができる。 技術進
倒
歩は巨視的生産画数の変化において生じるから，このことはVES生産画数では4つのパラメータ－
o, r, b, cが変化することを意味する。この場合， cキOであることを仮定する。 TはHicksの
中立的技術進歩を示す効率パラメーターである。非中立的技術進歩の様式は複雑な形式の VES生産
画数を用いないで部分分析をするとし、う意味でVES生産画数の代替画数闘を用いて検討する。
担。 Rv = IC h ; o , b , c) 
Hicksの中立的技術進歩の概念にもとづいて Rvの偏微分は（円）式のパラメーターに関して得るこ
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とができる。この偏微分がOに等しい， 0よりも小さい，あるいは， 0よりも大きいときに， Hicks
の意味の技術進歩はそれに対応して中立的技術進歩，労働節約的技術進歩， あるいは，資本節約
締
的技術進歩である。この場合， Rvの労働の限界生産物， Rvの資本の限界生産物，従って，要素価
格比率4も決定され， 前述のパラメーターに関する要素価格比率の変化は技術進歩の「Hicksの偏
奇」を意味する。
非中立的技術進歩は，他の事情が不変であれば， 例えば，分配パラメータ－oが変化するときに
生じる。倒式のRvをSで偏微分すれば，
c-I 
担方
oRv h b 一一一＝ー 2 <o ao -1c 1 -a) 
Rv己
制式において Hicksの労働節約的技術進歩が存在する。
倒式のRvをパラメータ－bで偏微分すれば，
笠乙＝ -R~~~h与~(lnh ）と乙＋ c i)~ 
ob l 1-o b2 h(l-b-c)2 J 
側式の右辺は， lnh>oのときには負である。この不等式は資本が労働よりも大きく上昇するこ
とを意味する。すなわち，
側 lnh= lnK -lnL> O 
倒式を時間tで微分すれば，
制） h K L －＝一一一一＞oh K L 
側式において， lnh>o. 1-c>oのときには，技術進歩はHicksの労働節約的技術進歩であ
り， lnh<oのときには， Hicksの資本節約的技術進歩が存在する。このことは， 2つのパラメー
タ－bとcの大小に依存し，倒式の中括弧内の bとcの相対的な大きさに依存する。
(35）式のRvをパラメーター cで偏微分すれば，
倒 立乙＝ -R~~~hうよく lnh)1-+ 1 -b ')i 
l 1-o b h(l-b-c)z J 
側式において， lnh>o.b<Iのときには， Hicksの労働節約的技術進歩が存在し， lnh<0, 
b>lのときには， Hicksの資本節約的技術進歩が存在する。
側式によれば，他の事情が不変であれば，例えば，分配パラメータ－oの正の変化が作用する非中
立的技術進歩は常に Hicksの労働節約的技術進歩である。このことは lnh> O, b < 1, c < 1の
仮定の下でbとcの正の変化にもあてはまる。 ことばをかえていえば，代替の弾力性が上昇すると
きには， bの増加も cの増加も同じものとなる。 この場合には，所与の資本集約度の下で，労働は
資本に容易に代替できることを意味するから， 資本は労働よりも大きく増加しなければならない。
側
これによって非中立的技術進歩は労働節約的技術進歩にならなければならない。
以上のようにVES生産画数の代替画数と技術進歩の関連はVES生産画数そのものを用いて検討す
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ることができるが， その場合には部分的な回帰分析に関するパラメーターの評価が困難であるか
ら，ここではVES生産画数そのものについてはその相互関連を検討していない。
lV 要素代替，技術進歩および
所得分配の相互関係の評価
この節においては， 要素代替，技術進歩および所得分配の相互関係を生産理論的・分配理論的観
点から評価しなければならない。この評価の内容はCES生産画数と VES生産画数を評価するという
方法を用いて明らかにすることができると考える。
1. CES生産画数の評価
CES生産画数を評価するにあたって，次の2つの点から検討する必要がある。 まず最初に， CES
生産画数のパラメーターを評価し，次に， CES生産画数の代替の弾力性を経験的に評価することが
必要である。
(1) CES生産画数のパラメーターの評価
CES生産画数のパラメーターを評価するにあたって， 例えば，代替パラメーター ρは単純な回帰
分析にもとづく評価方法はCES生産画数の係数を評価する場合には用いることができないことを意
味すみら， ここでは句S生産画数の評価において生じるいくつかの問題について検討しなければ
ならない。この場合，小論の問題意識に従って用いた接近方法に限定せざるを得ない。
ACMSの目的は， 「労働の限界生産物とし、う概念から代替パラメーター ρを評価することであっ
た？」 ACMSが経験的に実証した24の産業部門の生産画数が同じものであると仮定すれば，貨幣賃
金率の対数に関する労働生産性の対数の回帰は代替の弾力性σ，あるいは，ーよ？で評価されてい1＋ρ 
る。この σはACMSが経験的実証を試みた産業の 1つを除く他のすべての産業では σ＜Iであり，
ρ＞oであった。このことはCD生産画数の仮定〈σ＝1)が統計資料とは矛盾することを暗示して
いる。賃金水準の高い国では分配パラメータ－oと効率パラメータ－rが変化することも示してい
る。これらのことをみれば， 回帰係数の評価は代替の弾力性を過大評価することになるが， CD生
産画数の仮定も統計資料からは予測されていない。 この点についてACMSは σ＜Iを暗示する証
拠を付け加えているが， そうであるからといって単純なCD生産画数の形式を直ちに否定すること
はできない。
ACMSは，指数が入っていることを別とすれば， CD生産画数の評価における要素分配率の接近方
（倒）
法（thefactor shares method）に類似した方法で、次のことを検証している。第1の検証は，各産
業が同じ生産画数をもつか否か， また，収穫不変（ 1次同次の画数の存在〉が存在するか否か，を
検討することで、あっ t；~ 特に，収穫不変という先験的な仮定は，産業という概念に関連することで
あって企業とし、う概念には関連しないことである。 このような厳重な仮定を設けることは統計資料
とは矛盾する。 もう 1つの仮定は，効率パラメータ－rがHicksの意味で中立的であり，分配パラ
メー タ－oの値は変化しないというものである。 このことは利潤分配率に対する賃金分配率の比
率告が帥式で、示されることを意味する。 この第2の仮定を検証するためには， 資本量と利潤率
に関する信頼度の高い資料が必要である。 しかし，効率パラメーターに関しては中立的技術進歩が
? ?ヮ ，
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存在するとし、う仮定を認めることができる。
第2の仮定に関連して次のことを考えることができる。 CES生産画数は各産業部門の弾力性が異
なる可能性に関連してつくられる。このことから要素価格比率Lの変動について興味のあることがπ 
K o fl＼σ 
導かれる。資本集約度τ＝h =I-a¥ "Jr) に対して有効な生産過程の資本集約度は要素価格比率
に依存する。 2つの生産過程における異なるパラメーターの値をもっ生産画数の資本集約度h2に対
ルーする資本集約度んの比率 _Lは， 産業部門の労働と資本はともに同ーの競争市場で需要されるこ
h2 
とを仮定すれば，次式で示される。
側~＝（τ主τrl（占ζtq2（子）σ1-q2
ゐ4この式で σ1＝σ2のときには＿＿＿！＿＿は要素価格比率には依存しないことになるが， σ1キσ2のときに
h2 
は要素価格比率に言及しないとすれば， ある産業は他の産業に比べて資本集約的になることはでき
ない。相対的な資本集約度主は要素価格比率土のl函数で、ある (86）式v1!;lの下で、ある値が 1よりも
h2 π ， 0 h2 
大きければ，他の値は 1よりも小さくなるときには，すのある値が存在しなければならないことを
同
意味するからである。
CES生産画数はそのときどきのCES生産画数で、定義された個々の産業部門でその産出量を集計化
することは不必要であるし，意味のあることではないから， CES生産画数は各産業部門がそれに典
型的な複合生産物を生産するとし、う仮定の下で考えられるものである。 その産業部門の生産画数を
意味のある分析用具として用いるためには， σ1キσ2キ…と 01キ02キ…である一般的な場合には，
生産画数の代替の弾力性σと分配パラメータ－oが要素価格比率土に依存しないことを仮定しなけ
π 
ればならない。要素価格比率が上昇すれば，各産業部門ではその資本集約度が上昇するが，産業部
門の相対的な資本集約度は要素価格比率の変動につれて変化することを無視すれば， 要素価格比率
の上昇は相対的に労働集約的な産業部門の比重を増大させる。 従って，巨視的には資本集約度が変
化しないであろうとし、う可能性が存在する。 ACMSの経験的実証は，要素価格比率の上昇につれて
いわゆる成長産業は相対的に資本集約的な産業部門から相対的に労働集約的な産業部門へ移行する
同
ことを示している。 成長産業の特色は，社会的生産物（国民総生産〉が一定のときには，要素価格
比率の上昇につれて成長産業の比重が増大し， 技術進歩は大きくなり，賃金水準が上昇すれば，資
本による労働の代替の可能性は他の産業の場合よりも小さくなるであろうという点にみられる。
このようなことが第2の仮定に関連して考えられるが，この点はACMSの評価には伺われないこ
とである。
それにしても， ACMSの「単純な結論は補助的な仮定の多数の接目（seam）を探るのに役立っ
た。 しかし，仮定 ρ＞oのありえる例外では他のACMSの仮定の統計的基礎はどちらかといえ
ば不確実なもので、ぁ之」 ACMSはω式の値の時間経路を予測した試験的な検証を用いているが，
この検証によれば， 「ρ＞oのときのCES生産画数はCD生産画数よりも悪い結論を与えるであろ
う。 しかし，このことは P>Oとしづ仮定が設けられなかった他の仮定の聞の唯一の結論はCD生
同
産画数よりもむしろよい結論を与える。」
要素代替，技術進歩および所得分配 -171-
ACMSの検証がCD生産画数を改善する最良の方法であるか否か， あるいは， 他の何らかの複雑
な要因，例えば，非集計化，対数の体系などのような要因があるか否かは， 評価理論的観点や生産
理論的・分配理論的観点からみて極めて重要な問題である。
この問題点を明らかにするためには， とりわけCES生産画数を評価するためには，やはりその評
価方法を吟味し， 検討しなければならない。 この場合， さまざまな評価方法の詳説はここでは割
愛し， ACMSの2つの評価方法， L. R. KleinとR.G. Bodkinの評価方法， P.A. David 
とT.van de Klundertの評価方法をそれぞれ吟味し，検討する。 これらの 4つの評価方法に
は2つの段階の評価方法が採られている。すなわち， l函数のパラメーターはCES生産画数から同時
に直ちに評価されるのではなくて， 段階的に， 少なくともある式を用いて評価される。 この方法
は， 経済的観点および評価理論的観点からみて満足のゆくものではないとしても，その長所を考慮
して用いることができる。 しかし， このような 2つの段階にもとづく方法には欠点がある。例え
. dY dY ば，生産関係に関する特定の仮定が前提され，特に限界生産力説の均衡条件 l＝一ーと π＝一一dL dK 
前提されているが，この仮定それ自体は1つの欠点になっている。
4つの評価方法を用いて CES生産画数を評価する場合には， 少なくとも次の 3つの点から吟味
し，検討する必要がある。第1に， CES生産画数の本質的な前提は何であろうか，第2に，技術進
歩が存在しないとき， あるいは，中立的技術進歩が存在するときの回帰分析の方法はどのようなも
のであろうか。そして，第3に，非中立的技術進歩が存在するときの回帰分析の方法はどのような
ものであろうか，という 3つの点からである。
① CES生産画数の前提
ある特定の評価方法を用いるためには， 多数の実質的な生産関係をある特定の生産理論的接近方
法で説明しなければならない。生産理論の用語では，等量曲線のある特定の領域構造全体，すなわ
ち，等斜線内の領域を生産理論的接近方法で説明しなければならなし、。 この場合，小論の評価方法
にもとづく仮定が理論的に妥当なものであるか否かが問題である。
その意味において， CES生産画数の本質的な前提は一体何かについて吟味する必要があるO
まず第1に， CES生産画数は 1次同次であることである。 このことは限界生産力説のすべての仮
定にあてはまることである。 しかも，規模に関する収穫逓増，あるいは，収穫逓減はCES生産画数
の概念とまったく一致するが，このことを分配理論的に解釈することはむずかしい。 また，貨幣賃
金率は外生的に所与であると仮定されている。
第2に， 2つの生産要素の資本と労働は連続的に相互に代替可能である。 代替の弾力性は，各時
点において，また，各時間の経過において不変である。
(i) 所与の技術進歩の下で代替の弾力性σは要素投入量比率の変化を意味するならば， σは要素
価格比率の変化につれて変化する。例えば， H.HesseとB.Gahlenは所与の等量曲線に沿った
開
この種の代替の可能性を「本来の代替の弾力性」 （ぷigentlicheSubstitutionselastizitat“〉 σEと
名づける。
（曲 技術進歩が変化すれば，すなわち，労働節約的技術進歩， あるいは，資本節約的技術進歩が
生じるならば，資本集約度は変化する。等量曲線を用いて説明すれば，等量曲線は点K=Lで回転
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する。 要素代替のこの形式は既述の方法の代替では何も示していないし，この代替では要素投入量
比率はもっぱら要素価格の上昇が異なるために変化する。 時間の経過につれて 2つの代替過程はと
もにあらわれる。従って，代替過程は本来の代替効果と進歩効果によって決定されることになる。
聞
この種の代替の弾力性をHesseに従って「歴史的な代替の弾力性」 σHと名づける。
第3に，非中立的技術進歩が存在することは， 「本来の代替の弾力性」と「歴史的な代替の弾力
性」が相互に異なっていることを意味する。
(i) 技術進歩が存在しないか技術進歩が Hicksの意味の中立的技術進歩であるかのどちらかのと
側
きには， 2つの代替の弾力性は一致する。
(i) 労働節約的技術進歩が存在するときには， 「歴史的な代替の弾力性」は，資本集約度が上昇
するときには「本来の代替の弾力性」よりも大きく， 逆に，資本集約度が低下するときには「本来
の代替の弾力性」よりも小さい。
このような代替の弾力性に関する解釈から次の若干の結論が得られる。
(i) 技術進歩が存在しないときには， CES生産画数のパラメーターを評価するための回帰分析の
方法は何らかの時間に依存した変数を含んでいるが， この接近方法から得られる特定の時点に関連
／＼ 
した横断面分析が重要で、ある。この場合には， σ＝σEが「本来の代替の弾力性」であり， σ＝らが
／ヘ
σ＝σg＝σHであるO CES生産画数のパラメーターを時系列デイタを用いて評価するためにパラメ
ーターそれ自体を時間に依存させないでそのような接近方法を選ぶ場合には， 評価されたパラメー
ターが歪められることを明らかにしなければならない このことは，特に Hicksの中立的技術進
歩が存在するときに限り すなわち ？＝ら＝σH のときに限り，事後的な代替の可能性を示す
／ ＼／＼ 
σにあてはまることである。 その他の場合にはσは進歩効果の代替作用を生じさせる。 2つの他の
パラメータ－oとTについても基本的には同じことが成立する。効率パラメータ－rの初期値は，
Tが時間の経過につれて指数的に成長すると仮定すれば， 余りにも高すぎるし，分配パラメータ－
5についても労働節約的技術進歩のときには余りにも低すぎるし， 資本節約的技術進歩のときには
余りにも高すぎる。従って，そのような回帰分析の方法は時系列分析だけに特有のものである。
(i) 中立的技術進歩だけを考慮するときには， この点は時間に依存した変数としてのTだけが回
ノヘ、
帰分析の方法にあらわれ， 5は時間の経過において不変であることを意味する。 評価されたσは技
／＼ 
術進歩が事後的に中立的であるときに限り歪められないから， σ＝σEとなる。労働節約的技術進
／ ＼／＼ 
歩，あるいは，資本節約的技術進歩が存在するときには， σはSを変化させることになり， σ＝σH 
となる。
(i日 効率パラメータ－rも分配パラメータ－oも時間に依存するから， 非中立的技術進歩が存在
するときには， 「真」値を評価したパラメーターに対応する。 このような評価にもとづいて荷重さ
／＼ 
れた σはらと一致する。
② 技術進歩が存在しないとき，あるいは，中立的技術進歩が存在するときの回帰分析の方法
まず最初に，いままでに最も頻繁に用いられたACMSの接近方法を取り扱う必要があるO この横
断面分析に対して発展させた接近方法は，若干の制約があるとしても， 時系列分析に対しでも有用
である。
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ACMSは貨幣賃金率と労働生産性との聞に 1つの相互関係が存在するとし、う観察から実証的・理
論的研究を展開する。限界生産力説の均衡条件によれば，貨幣賃金率lについては（7）式が成立す
る。（7）式から，
側（そ）σ＝rP(I-o）一1l 
あるいは，例式を指数的に書き換えれば，
側 tn（ζ）＝σω＋めpCl-o）ド
「 n _,) u A 
ここで， ln~r"(l-o) L~ =x とおけば，代替の弾力性σを決定するための次の単純な回帰方
伺ー）
程式が得られる。
側 tn（壬）＝μ1lnl+ln会
／＼ 
ここで，代替の弾力性に関する結論に従ってん＝ σ（＝日＝σH＝めである。んが求める代替
の弾力性である。
ACMSのもう 1つの扱い方は，他の 2つのパラメータ－oとrが供給要因に関する仮定の下で，
側
CES生産画数から得られる。
この方法の場合には，まずCES生産画数（2）の両辺を一ρ乗して変形すれば，
(90) y-P -r -Pく1ーめL-P = r -Po K-P 
／＼倒
σを評価する場合には側式を用いて変形すれば，次式が得られる。
(9n r-p (1-o)= e一Cl+P)x =e-" 
倒式を側式へ代入して or-p=/3とおけば，最小自乗法を用いてFの評価値を得ることができる。
悩 y-Pー （e-"L-P〕＝限－P
Pから2つの未知のパラメータ－rと5は次のようにして決定することができる。
0 0 0 or「＝ (3から r「＝－－－μとなり，この式を倒式へ代入すれば，
納 e＂＝ド－o〕 l＝ぷ－o)
防）式から Sを求めれば，
(94) o=e"/3(1ーめ＝ l~/3 
分配パラメーター δが決定されるならば，効率パラメータ－rはor-p= /3に（蛸式を代入して得ら
れる。
(95) r= p~r= p~~ 
分配パラメータ－oと効率パラメータ－rは時間に依存していないからerとSについては観察
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期間から得た平均値が得られる〉，技術進歩は回帰分析の方法において明示的に扱われている。 技
術進歩がHicksの中立的技術進歩であるとし、う仮定の下では，時間に依存したrもACMS,Brown 
（鈎
とdeCani, Scheperなどの評価方法において考察されている。この場合， r は一定の比率で成長
制）
することを仮定すれば， CES生産画数は次の形式をもつことになる。
w t ( -p 1--
(96) Y=A0e F ~oK +Cl-o)L-P~ P 
ここで， Wpは一定の Hicksの中立的技術進歩率であり，その他の記号は既述の通りである。。y
完全競争の下では側式から労働の限界生産物が得られ， l＝一ーが成立するから，
aL 
（伺 l＝芸＝日）(Ao e w Ft ) -P （ζ片
側式から（ζ）すを求めて両辺の対数を取れば，
1 !Y¥ wt （鋤 aln（τ）＝ρln(A0e F ) +ln(l -o) + ln l 
1 仰 （AoeWFt）＝ρ仇Ao＋ρ吟 tlne , lne= 1 , ρ＝a-1 , σρ＝1ー αであるから， 側
式は次式のようになる。
側 tn（壬）＝c1一仰Ao一σ似 1一o)+C1一σ）Wpt ＋σln 
倒
側式を単純化して書き換えれば，次の回帰方程式が得られる。
(10) tn（壬）＝μ2+μ3t+μ4lnl 
ここで， μ2=(1ー σ）lnA0ー σln(1 -o) , μ3 = C 1一σ）WF , μ4 ＝σである。 μ4は求める
「（歴史的な〉代替の弾力性」 σHであるの
(10）式から「〈歴史的な〉代替の弾力性」と Wptは容易に決定することができる。これに対して，
Aoは未知で、あるから，分配パラメータ－oの値はCES生産画数から直接得ることはできない。
伺
第3の評価方法はKleinとBodkinが提示している単純な評価方法である。 この評価方法でもや
はり Tと5は時間に依存していない。 この方法は横断面分析でなされているが，時系列の資料を用
いれば，再び代替の弾力性の評価値では5の可能な変化， すなわち，非中立的技術進歩も同時に把
／＼ 
握することができることに注目しなければならなし、。 この意味において， σ＝σHが得られる。
しかし， KleinとBodkinの評価方法は非中立的技術進歩を考えることのできる Davidとvande 
Klundertの評価方法と類似している。この点に興味がある。この接近方法の場合にも Sの変化率を
みつけることはできないが， 代替の弾力性σの評価値は純粋の代替効果（σ＝σE）をもっている。
2つの σの値を比較するためには，技術進歩の様式を説明しなければならない。
KleinとBodkinの評価方法でもやはり限界生産力説の均衡条件から考察されている。すなわち，
(7), (8), (9）式が成立する (9）式の両辺の対数を取れば，
fl¥ fl-o¥ 1 f K¥ (101) ln（ー）= ln( ----s;-一）＋プln(--r-) 
＼π／ ¥ O / U ¥LI 
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従って，次の単純な回帰方程式が得られと
(102) tn（お＝l仰 5+μstn({) 
1-0 _1 . ,. 
ここで， μ5＝づ一， μs-u-であるo 」のμ6が求める代替の弾力性であり， fは代替の弾力
ノヘ ／＼ 性の定義~$から容易に得ることができる。 また，（102）式から σと8を容易に決定することができ
る。未知の TはCES生産画数から直ちに決定することができる。すなわち，
初Y=tnr－~ゅ－p十（ 1 ふL一つ
あるいは，単純に，
1 /'-. 
(104) lnY=lnr一夫lnX
ρ 
ここで， tnx＝｛会K-'P+( 1ー令）L一つである。
、 、 ， ， ?? ????，??（
③ 非中立的技術進歩が存在するときの回帰分析の方法
側
この方法は Davidと vande Klundertの評価方法である。 CES生産画数（1）にもとづいて非中立
的技術進歩を考察する場合には， rとSは時間に依存させなければならない。すなわち，次の形式
で示さなければならないの
(105) Y =rくゆく収－P+(1-o）（りL-Pr*
ここで， {ret)Clーの（t)r*= h(t) , （仰（斗－t＝ ~K(t） とおいて， ω〉と位（t）を
同一の比率で成長させるならば．次の式が得られる。
(106) ~L(t)= h(O)eWLt 
(107) ~K(t) = ~K(O)eWKt 
(106), (107）式から，
~L(t) _ f 1-o(t) l -t
(108) 一一一一一｛一一一一一｝~x(t) l o(t) J 
限界生産力説の仮定によれば，次の式が成立する。
(109) l ＝笠＝Cl-o)r-pはふさげザ。L ¥LJ ¥Lノ
。－PfY＼÷ －Pf Y＼÷ (10) π＝一一＝or （－）＂＝ ~x (-)" ¥KJ ¥Kノ
（肌側式から要素価格比率い得られる。
、?????， ．
?
?
?
（ ~L-p(f）~ （会）（ぞ）τ
ex一六五）士
K 要素投入量比率τ （資本集約度h）は，（109),llO）式から得られる。
π 
-176ー 要素代替，技術進歩および所得分配
（日2）与＝（訓告r-q
制式を（ったrないしは（lf)1-aで拡張すれば，
剛 山 l一二（長f（会）1-a＝（妄）（会）1-a
¥ y I 
lL πK ここで，賃金分配率マァをα1，利潤分配率ゴT を 1ー α1と書けば，（13）式から次式が得られる。
( K¥1ー σ一／ α1¥a ( ~L ¥ 1 -a 
(14) ト「） －（一一一）（一一） ， あるいは，¥Lノ＼lー α1/¥ ~K J 
f,{ ／α1 ¥1て玄（ ~L ¥ (15) ~＝（一一一） （一一）L ¥1ー α1ノ＼ ~K ノ
,- . h(t) (106), (107）式から時間に依存した接近方法における一一ーが得られる。~K(t) 
(16) 三＠＿＝i_金主eCWL-WK)t
~K(t) ( ~K)o 
(16）式の両辺の対数を取れば，
（出） tn（そ）＝占tn（占；）＋cWL-WK)t + ln場？
従って，く？を決定するための 1つの単純な回帰分析の方法が得られる。 この場合に非中立的技術
側
進歩を考察することができる。 このことを単純に書けば，その回帰方程式は次式で示される。
(18) ln（与 ）＝ µ1ln（~叶＋ µgt+ μg 
¥. L/ ¥..l-"'1/ 
一 σ －1 - 9-l c ~λ ここで， μ μg WL-WK μ ル一一一生である。7-1二百－－；；’ ー ' - ( ~K)o 
技術進歩がHicksの中立的技術進歩であるときには， WL= WK>Oであり，パラメータ一向は
μg= 0である。的＝ Oのときの（18）式の評価方法には次式の評価方法が含まれている。
(19) ln( ~与）＝μio + μ11 ln（与）
¥..l-L<｝ ／、 ./..J / 
ここで， μio=-1!..旦＝－ptni1主2旦， ρ11＝ユー ＝l三三＝ρである。求める代替の弾力性はμ11
μ7 ( ~K） 。 µ7σ
K であり，その値はpである。（19）式では資本集約度Tは従属変数〈結果変数〉ではなくて独立変数
側
（原因変数〉である。（19）式の評価方法は，例えば， ACMSの方法であり， Davidとvande Klu-
帥
ndertの方法の核心である。
Davidとvande Klundertは，（19）式の評価方法を次の回帰方程式に拡張している。
（凶） tn(lf )t＝ρ山ベ凸；）t＋川＋μ1ベlf¥_1+μ16ln(1一川
ここで， µi3＝~＝l_, μi4=(( WL-WK), μ15= 1 －（であるっとは反応弾力性であり，
1－σρ 
U1は失業率である。
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Davidとvande Klundertの評価方法（DK法と略記する。〉は BodkinとKleinの評価方法（KB
法と略記する。〉は，代替の弾力性の評価値として「歴史的な代替の弾力性」 σH の値（σH~~）を提
示している。
これらの 2つの評価方法は確かに多くの類似点をもっている。しかし，資本集約度手と要素価格
比率かいしは利潤分配率に対する賃金分配率の相対的な所得分配率百を一方は従属変数〈結果
lL ~ 
変数）として他方は独立変数（原因変数〉として考慮している点は2つの評価方法の相違点で、ある。
この相異なる評価方法から技術進歩の様式に関する鍵を得ることができる。すなわち，資本集約度
与が上昇するときに「本来の代替の弾力性」 σEが「歴史的な代替の弾力性」 σHよりも小さい状
態（匂＜σH）であれば，技術進歩は労働節約的技術進歩であり，逆に， σE＞σHであれば，技術進
歩は資本節約的技術進歩である。 2つの代替の弾力性σEとσHは， 資本集約度が一定であって技術
進歩がHicksの中立的技術進歩であるときに限り一致することができる。
ここで代替の弾力性を決定するための回帰分析の方法は次の第3表のようにまとめることができ
る。
第3表代替の弾力性を決定するための回帰分析の方法
技術進歩の有 ｜ 
無とその類別 ACMS法 KB法 DK法 備 考
tn(f ）＝σω tn（÷）イ平） 横断／＼面分析
σ＝σE 
技術進歩なし + l n{r-P (1 -o）一l} ＋~l仔） 時系／＼列分析
σ＝σH 
tn(f )=Cl一仰Ao 横断／＼面分析
σ＝σE 
中立的技術進歩 ーσln(lー の＋
時／系＼列分析
(1一σ）Wpt＋σlnl σ＝σH 
tn（~）＝占ln（占1) 時系A 列分析
σ＝σE 非中立的
+(WL-WK)t 
技術進歩 +lnて（石~~
註評価された画数
(1) ACMS法 I Zn（主vl=μ1lnl+tn'?
(2) ACMS法 E tn(f )=μz+ μgt+ μ4 ln 
(3) KB法 tn（＋）＝仰 5+ μs tn（芸）
(4) DK法 tn（~）＝µ刈三云）＋µst+µ9
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完全競争の下で限界生産力説の均衡条件を用いる代替の弾力性の評価方法は， ACMS法， KB法，
DK法の他には，例えば， I. Kravis, R. K. Diwan, J. W. KendrickとR.Sato, V. R. 
Fuchs, J. R. Minasian, W. Scheper, W. Krelle, B. S. Minhas, C. E. Ferguson 
（自由
J. R. Moroneyなどにみられる。 しかし， これらの評価方法を R.Eisner, W. Leontief, J. 
Robinson, J. Kmentaなどは批判し， 「収穫不変ではない場合」を分析してい2っ とりわけ，
R. R. Nelsonや J.Kmentaは， CES生産極l数が ρ＝王ニ竺のときのテイラ一級数における 1次
σ 
倒
と2次の項で近似的に示している。 この近似画数はCES生産画数のパラメーターを評価するのに使
われる。 この場合，代替パラメーター ρの評価は要素投入量の大きさに依存し，その近似値は資本
集約度が 1であるときに適合する。さらに， Z.GrilichesはCES生産画数の経済諸量の対数の変換
が従属変数〈結果変数〉に適用されるときにCES生産画数は直ちに評価されることを明らかにし
倒
ている。 V.K. ChettyとU.Sankarは2つ以上の生産要素が存在するCES生産画数の場合に容
側
易に拡張できることを示している。 A.Zellnerと N.Revankerは一般化されたCES生産画数を
転換させるという方法を用いてその画数を評価していま
(2) CES生産画数の代替の弾力性の経験的評価
CES生産画数の代替の弾力性は経験的に評価されている。 この点を既述の主要な評価方法を中心
としてみれば，それぞれの資料の条件にもとづいて次のように代替の弾力性が評価されている。
1909-1949年間の資料による ACMS（σ＝0.569)' それと同じ資料の BodkinとKlein, 1929-
1963年間の資料による Ferguson, 1919-1960年間の資料による KendrickとSato（σ＝0.58)' 
1900-1957年間の資料による KravisなどのCES生産画数の代替の弾力性σの評価値は， アメリカ
経済を対象としたとき， σは0.57～0.67の範囲に存在することを示している。 1938-1955年間の資
料によるBrownとdeCaniのσの評価値は分布ラグを用いて0.47であることを示し， Davidとvan
de Klundertも 1899-1960年間のアメリカの民間経済の資料にもとづいて 0.32であることを示し
ているが，この値は資本使用的技術進歩（労働節約的技術進歩〉を比較的低く評価している。
(98) 
C. A. K. Lovellは1947-1963年間の資料によって σが0.4674であることを示している。さら
に， R. D. BlainとJ.Kraftは 1954,1958, 1963, 1967年のアメリカの産業センサスを用いて
ω） 
σの評価値が 1よりも大きく 2よりも小さいことを示している。
2. VES生産画数の評価
VES生産画数を評価するにあたって，次の3つの点から検討する必要がある。まず第1に， VES
生産画数のパラメーターを評価し，第2に， VES生産画数の因果関係とその過剰決定について検討
し，第3に， VES生産画数の代替の弾力性を経験的に評価することが必要である。
(1) VES生産画数のパラメーターの評価
VES生産画数のパラメーターを評価するにあたって， 例えば， 2つのパラメータ－bとcの評価
において生じるいくつかの間題について検討しなければならない。 この場合にも CES生産画数の場
合と同様に小論の問題意識に従って用いた接近方法に限定せざ、るを得ない。
VES生産画数を最初に展開した Y.Luは L.B. Fletcherとともに「CES生産画数は代替の弾
力性が必ずしも 1ではなくて， 一定とし、う仮定に制約されるが， VES生産画数は要素価格比率の変
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化につれて資本集約度が変化すれば，代替の弾力性も変化する可能性がある」と考えて CES生産画
数を一般化した形式の生産画数に拡張することを意図している。 この一般化においてパラメータ
-bとcの役割を評価する必要がある。
f Y¥ f K¥ 2つのパラメータ－bとCは註倒の①式の画数 log(-)=logα＋blogL+clog（一）＋ ε で評価¥LJ ¥Lノ
されるパラメーターである この画数ではα，b, c はいずれも一定であり， εは正の予想値をも
っ偶発的な変数である。この画数は， HildebrandとLiuの暗示から導かれたものである。
パラメータ－bとcは副次的条件を用いて評価することができる。完全競争の下では利潤最大化。y ，，ム恒
条件は l＝ρ－ーか成ムLする」とである。産出量Yは付加価値で測られるから，その価格は ρ＝I
aL 
dy 
である。註倒の L=y-h万万を用いれば，
。y -f士
(121) l ＝一一＝h’y 。L .; 
(121）式にω式の α＝CI-o)r-Pを代入すれば，
lL hρh 1 h (12) y= (1-o)O r PO [1-0 h-c 
mt 技術進歩はHicksの中立的技術進歩であって一定の成長率 rCt)=roe で進むと仮定して，（12)
式の両辺の対数を取れば，次の単純な回帰方程式が得られ .Q（~O ) 
f lL ¥ f ¥ （問） ln（ァ）＝co十町lnl+ w2 t +cos ln( T) 
ここで、，
(124) coo= bln (1-o) + (b-1) tnr。
lL であり， w1=l-b, w2=m(b-l), w3＝ー cであるの各期において賃金分配率ヲァ， 貨幣賃
K 
金率f，資本集約度τ（＝h）が決定されるときには，パラメーター ωは最小自乗法を用いて評価す
／＼／＼ 
ることができる。 ωの評価値から容易にb, m, Cの値が得られる。すなわち， b=lー wi,
／＼ 
A '・'- A A 
m＝ー ラミー ， C＝ー w3 が得られる。
w1 
しかし， roと5との聞にはcoの関係式（124）だけが存在する。従って， 2つのパラメータ－rと
S を評価するためには，（124）式から得られる次の関係式を用いなければならな~~：3)
ー （1 -0 ¥ (125） ζ旦＝ln（一τ-p-)
u 、t0 / 
(125）式の真数を取れば，
）?? ???? ?， ， ， ． ? 、α）n ebニー 1-0 
rb 
（献の右辺を十とおき， re日 oemtをV邸生産画数ωへ代入して得られる式の両辺を
(1-o)h-Pで除けば，
）?? ， ．《?? ??????、 三-a＝｛~）i;-1e1Jmo－～ 
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（即）式から三τの平併を求めて年ミラメータ－oの値を決定することができる。れ値は
関係式ro = { qc 1 -o)} pを用いて（126）式から得られる。
パラメータ－o, b, cの評価値が決定されるならば，等量曲線上の点における代替の弾力性σv
の値は倒式から得ることができる。
(2) VES生産画数の因果関係と過剰決定
VES生産画数における因果関係は次の点にある。生産極i数 Y=f(K,L）は1次同次の仮定の下
では註倒のように y=f(h,1 )=f(h）に書き換えられるから， CES生産画数と VES生産画数では
I Y¥ 従属変数（結果変数〉は労働生産性 y（＝－）に等しく，独立変数〈原因変数〉は資本集約度h(＝ぞ）¥ LJ 
ay 
に等しいことになる。いま， hを l＝ー ーで代替すれば，従属変数yは独立変数Jの明示的な画数。L
になる。 この代替過程を通じてhはyとfの画数としてあらわされる。 ことばをかえていえば， h 
は従属変数Jであり， CES生産画数も VES生産画数も唯一の変数fの画数（128）として示される。
(128) y=f {h(l)} 
(128）式によれば， yとf，あるいは， y'l, hの間の対数の関係をもっているという意味において
CES生産画数とVES生産画数との綜合化を図ることができるであろう。
(128）式の Jの値が決定されるならば， CES生産画数と VES生産画数が一致することは明らかであ
る。この意味では， lがhに従属する値を与えて， hがもう 1つの独立変数として導入されるVES
生産画数の場合には回帰分析の方法においてあてはまる。
2つの独立変数fとhが決定されるときには，註ωの①式 logy=log a+ blog!+ clogh ＋εは
その変数において過剰決定である。
生産画数 y=f(l,h）が実在することを仮定すれば， 回帰方程式①を用いて回帰係数であるパラ
メータ－ a, b, cを経験的に決定することができる。回帰平面からの偏差が偶然なものであるか
否かは統計的仮説で明らかにすることができると思われる。 この偏差が純粋に偶然なものではない
ことが確かめられるときには，仮定された相互関係は否定される。 そうでなければ，経済の現実は
VES生産画数によって誤ってあらわされることになる。 しかし，回帰分析の枠内で生産画数を経験
的に検定することは統計的与件をかなり必要とするから， その統計的仮説（検定仮説〉を用いても
VES生産画数の過剰決定を証明することができない。
その点を証明するためには，少なくとも次の 2つの方法が必要で、ある。 1つは，成長理論の方法
である。 この方法は，純粋に理論的な性格のものであり，例えば， Solowの均衡概念に関連させる
ことができる。安定均衡経路は所与の資本集約度hの下で，すなわち，労働と資本が同じ成長率で
増加するときに存在する。
）?? ? ??， ? ??? ? ?? ?? 、 ．h K L ~ h 一玄－ L -v 
(129）式の両辺の対数を取れば，
(130) lnh ＝一定
そこで，問題点はVES生産画数の回帰方程式の clogんをどのように扱うかという点にある。
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Solowの均衡概念によれば， clog htは（130）式に依存し， cキOのときには常に一定である。 従っ
て， VES生産画数からCES生産画数が導かれる。 VES生産画数はCキ0' loghtキOのときに得
られるものである。 ことばをかえていえば，資本の成長率が労働の成長率よりも大きいか，小さい
K L か （loghtぎ0' すなわち，玄「三三T).vこよfて代替の弾力性は可変的なものとして存在する。
K L 
Solowの均衡概念が成立する条件は一一＝ーーすなわち，資本と労働がともに均斉成長をしなけ
K L’ 
ればならないから， loght= 0でなければならない。従って， cloght= 0となる。パラメーター c
は任意の変量であると仮定できるし，代替の弾力性はその条件の下では常に一定である。
もう 1つのVES生産画数の過剰決定に関する証明は，経験的な性格のものである。例えば，
F. H . Fleck, B . Finkbeiner, R. Casuttは， スイス経済の 100年間にわたる長期において資
本の成長率と労働の成長率は異なり，代替の弾力性も可変的であるような VES生産画数のパラメー
ターの組合せが多数存在する場合には，新古典派の条件， すなわち，資本の限界生産物と労働の限
界生産物がともに正であり，収穫逓減が存在することはc>oのときに限り必要な条件であること
が明らかになる。
VES生産画数の過剰決定の原因は独立変数hであることは明らかである この資本集約度hが
Solowの新古典派均衡条件の下で一定の変数になるときには， VES生産画数からCES生産画数が導
かれる。さらに， c=Oのときに限り， 1次同次の条件が満たされる。このようなことはVES生産
画数の代替の弾力性σvの経験的評価に係わることである。
(3) VES生産画数の代替の弾力性の経験的評価
1つの等量曲線上の任意の点における VES生産画数の代替の弾力性σvは倒式を用いて算定する
ことができる。 Y.LuとL.B . Fletcherは1947-1964年間のアメリカの食品産業の資料を用い
てそのσvを要素価格比率！：＿， 資本集約度hの観察値の平均値で評価している。 その結果， σvは
π 
CES生産画数の代替の弾力性σのように必ずしも 1ではなく，一定ではないが，殆ど 1に近いとい
う値に限定されず， CES生産画数のσの値よりも広い範囲で変動することが明らかにされている。
Fleck, Finkbeiner, Casuttは， 100年間にわたるスイス経済の資料を用いて，新古典派的条件が
満たされる所与のパラメーターの組合せの下ではσvは0.934～0.429の範囲に存在することを示し
ている。 また， FleckなどはVES生産画数ωのパラメーター Cは，他のすべてのパラメーターが一
定であるときには，殆どOに近い正の値 （c=0.01）でなければならないこと Cc<oの値は，例え
ば，負の限界生産物，あるいは，収穫逓増のような無意味な結論になるからである。〉を示してい
る。 C=0のときには， VES生産画数からCES生産画数が導かれることは既述しているが， VES生
産画数の場合には産出量Yはパラメーターcに依存すること，すなわち， Y=f(c）であることは明
らかである。 c>oのときの他のすべてのパラメーターのときにはVES生産画数のYはo<Y<I
となる。 N. S. Revankarは1957年のアメリカのセγサスの資料を用いて 17の産業部門において
c=Oとし、う仮定が成立するか否かを検証した。その結果， CキOであって， CES生産画数の代替
の弾力性でみれば， これは一定ではないであろうと結論江古料いかんによっては異なる結論が得
られることを示している。 C.A. K. Lovellは， 1947-1963年間のアメリカ経済の資料を用いて，
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Revankar型のVES生産画数から導かれる代替の弾力性の値は0.4570であり， Ferguson型のVES
生産画数から導かれる代替の弾力性の値は0.4760であることを示している。
以上のようなCES生産画数と VES生産画数の評価にもとづいて要素代替，技術進歩および所得分
配の聞に存在する相互関係も生産理論的・分配理論的観点から評価することができる。 この観点か
らみれば， CES生産画数は当初は代替の弾力性を評価することであったが， それを観察した結論は
分配理論には直ぐに役立たないにも拘わらず， 代替の弾力性はCD生産画数の仮定した 1から乗離
する程度を示してい詑いう点では間接的に分配理論には役立っていると考える。代替の弾力性が
一定でないことを仮定する VES生産画数の場合にもその意味でやはり間接的に分配理論の基本的な
接近方法や分析用具として役立っていると考える。
V む す び
前節までにおいて要素代替， 技術進歩および所得分配の聞には相互関係が存在し，この関係の性
格や特色をCES生産画数とVES生産画数の一般的特色，生産理論的・分配理論的含意，それらの評
価，技術進歩との関係などを通じて明らかにした。 また，巨視的分配理論と成長理論との最も基本
的な相互関係を主として生産理論的接近方法を用いて検討した。
前節までに得られた結論の中からここでは特に賃金分配率と利潤分配率がともに変動する原因に
ついて言及しなければならない。
まず第1に， 資本と労働の要素価格比率j_とこれらの要素投入量比率はともに上昇するという原
π 
因がある。一方の要素の供給が他方の要素の供給よりも弾力的であるときに代替の可能性に限界が
あれば，一方の要素の相対的な投入量が増加し，相対的な価格が低下する。利潤分配率乎に対す
lL , Ll る賃金分配率一γの相対的な所得分配率一ーはCES生産画数の場合にも VES生産画数の場合にも代πK 
替の弾力性ないしは代替パラメーター ρ，分配パラメータ－0によって決定される。
第2vこ，賃金分配率と利潤分配率がともに変動するもう 1つの原因は非中立的技術進歩があらわ
れるときに存在するものである。所与の資本集約度の下では相対的な所得分配率は変動する。技術
進歩がHicksの意味で資本節約的技術進歩であるときには， 賃金分配率は上昇し，技術進歩がやは
りHicksの労働節約的技術進歩であるときには，賃金分配率は低下する。
要素価格比率が変動するときには， 2つの原因は共通なものとして生じる。 このことは， 例え
ば， CES生産画数の場合には（9）式を時間 tで微分すれば明らかになることである。 すなわち，次式
が得られる。
（臼1) Wz-Wπ＝Wd+l(WK-WL), d＝与三
σ 
ここで， Wzは貨幣賃金率の成長率， Wπ は利潤率〈ないしは利子率〉の成長率， WKは資本の成
長率， WLは労働の成長率， wdは技術進歩の作用に帰因する要素価格比率の成長率を示す部分で
あり， σはCES生産画数の代替の弾力性である 0 (131）式の右辺の第2項1-cwK-WL） は要素代替σ 
に帰因する部分である。（131）式は註（刊の「歴史的な代替の弾力性」をあらわしている。
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Wd>oのとき， すなわち， 分配パラメータ－oが上昇するときには，技術進歩は Hicksの資本
節約的技術進歩である。 この場合，他の事情が不変であれば，賃金分配率は上昇し，利潤分配率は
低下する。逆に， Wd<Oのときには，すなわち，分配パラメータ－oが低下するときには，技術
進歩はHicksの労働節約的技術進歩であり，賃金分配率は低下し，利潤分配率は上昇する。 Wd=o 
のときには， 技術進歩はHicksの中立的技術進歩であり，賃金分配率も利潤分配率もともに不変で
ある。
次に， 要素代替，技術進歩および所得分配の聞の相互関係の存在がどの程度の妥当性をもってい
るかという点について言及しなければならない。
巨視的経済における技術進歩を経験的に計測した研究にもとづいて 1次同次の CD生産画数への
綜合化を通じて変換したと考えられる N.Kaldorの技術進歩画数を越えて新しい一般的な画数
型であるCES生産画数が導かれた。このCES生産画数は，技術進歩に関する理論的経験的ないくつ
かの可能性が存在することを明示し， 代替過程における代替の弾力性の二者択一的な値を用いて，
Harrod, Hicks, Solowなどの中立的技術進歩や非中立的技術進歩と所得分配との聞の理論に極め
て重要な相互関係を確定することができることを明らかにしている。 さらに， CES生産画数の数学
的な導出においてもその回帰分析の方法から VES生産画数に関しでもそのような相互関係を最も基
本的に確定することができる。 この場合， VES生産画数を用いて既に言及した中立的技術進歩の概
念を十分に保障するだけの妥当性を確かめることができる。
CES生産画数の理論構造の一般的特色の 1っとして代替の弾力性が一定であるという点がある。
この仮定はある面では十分な妥当性をもっているO これに対して， 可変的な代替の弾力性をもっ
VES生産画数は純粋理論的にこれまでに周知の画数とその代替の可能性を明らかにするための一般
的な定式化を提示している。 このVES生産画数は，一方では，特定のパラメーターの下で新古典派
的仮定をもっているが， 他方では， l次同次（収穫不変〉の条件と矛盾するとしづ過剰決定の側面
をもっている。この 1次同次の条件が満たされるのは VES生産画数においてパラメーター cが0の
ときに限られている。 この意味においても，生産画数の最高の一般化された程度は既にCES生産画
数の形式において達成されていると考える。このことは小論の結論の 1つである。
この小論には多くの問題が残されているO ここでは小論の問題意識や分析方法や接近方法に係わ
る重要な問題点だけを指摘することにとどめざるを得ない。
まず第1の問題点は， 代替過程における代替の弾力性の上昇は分配パラメータ－oの上昇に依存
するから，代替の弾力性に対応して生じる賃金分配率や利潤分配率の変動についてはCES生産画数
の場合も VES生産画数の場合もともに明らかにしていないということである。この問題点を少しで
も明らかにするためには， 何よりもまず分配パラメーターの上昇は代替の弾力性の上昇に依存して
いないことに注目しなければならない。 分配パラメーター，代替の弾力性および資本集約度は賃金
分配率と利潤分配率を決定する重要な要因であるから， これらの分配率の変動が統計的な近似値の
中で生じる場合には，要素価格比率が変動すると同時に分配パラメーター， 代替の弾力性および資
本集約度はし、ずれも変動する。 このことは，純粋理論的観点からみれば，賃金分配率と利潤分配率
の双方の不変性をもたらせるように思われる。このことは， CES生産画数やVES生産画数の仮定や
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一般的特色とCD生産画数の仮定や一般的特色との相違点を別とすれば， CD生産画数の場合と一致
することである。
第2の問題点は， とりわけCES生産画数の生産理論的含意、とその分配理論的合意を検討するにあ
たっては， 要素価格比率が変動しでも分配パラメーターと代替の弾力性はともに一定であることを
仮定しなければならないが， このような 2つの仮定はCES生産画数には設けられていないというこ
とである。経験的実証から得られた代替の弾力性の平均値が 1よりも小さいことは利潤分配率が低
下しなければならないことを意味する。 このことは分配パラメーターが一定であると仮定されたと
きに限って妥当する一般的な説明である。それにも拘わらず， CES生産画数ではCD生産画数に比べ
lL て中立的技術進歩に関して貨幣賃金率が上昇すれば，この上昇によって相対的な所得分配率一？は
πI¥ 
影響を受けるであろう。
このような問題点はVES生産画数についてもあてはまることである。
第3の問題点は， 次のことである。 CES生産画数はCD生産画数と同様に経験的実証から導かれ
た1つの具体的な画数であるが， 方法論的にはCD生産画数とは異なった理論的前提の下で存在す
るものである。なかんずく， CES生産画数は均衡値にもとづいて形成されるものである。この点に
関してみれば， CES生産画数は完全競争下の〈平均〉労働生産性と貨幣賃金率との間の経験的な相
互関係を定式化したものであるO CES生産画数は先験的な収穫不変c1次同次〉を仮定している
が， この仮定を除外した場合には，どのようにCES生産画数を評価すべきであるかということを検
討しなければならなし、。しかし，この問題点は既にKmentaが明らかにしているから， Kmentaの
見解を吟味し，検討する必要がある。
CES生産画数の最大の弱点はCES生産画数の経験的な出発点にあり， しかも， CES生産画数の導
出Zおいて logその偏回帰係数が Oであるという仮定を設けているが， この仮定は非現実的であ
る。
さらにまた， CES生産画数が実際にアメリカと日本を中心とした各国の各産業部門の生産画数を
集計したものとして産出量，資本投入量および労働投入量の聞の生産関係を明確にあらわしている
か否かは保障することができない。
このような問題点は部分的にはVES生産画数の場合にもあてはまることである 3
第4の問題点は， CES生産画数が拡張され，一般化された形式のVES生産画数において，要素代
替，技術進歩および、所得分配の間の相互関係について部分的には検討れているが， まだ十分に検討
されていないということである。 このことは少なくとも次の2つの理由にもとづくからである。 1
つは， VES生産画数はパラメーターでは非線形であるが， その導出過程において資本を可変的であ
るとみなしていることである。もう 1つは， VES生産画数を 2つ以上の生産要素の投入量を含む一
般化された画数の形式にすることがむずかしいために技術進歩の扱い方，その評価方法，その経験
的実証などが極めて困難であるということであるO
第5の問題点は， CES生産画数は巨視経済的観点から最も重要な成長要因の 1つである技術進歩
が経済メカニズムの中でどの程度の内的原動力をもっているかについて考察していないことであ
る。この問題点については，既に技術進歩を資本家の行動領域で把え， この領域では技術進歩はシ
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ュムベーター的意味も含めて技術革新の可能性を与えるとし、う意味の「革新可能性画数」 (innov-
ation possibility func伽 1）の概念を用いて説明しようとする接説法によってある程度明らかに
されている。 1次同次の生産画数は技術進歩の効果が要素増加によっていかにして生じるかという
明示的な形式をもつから，この点から接近すれば新しい技術進歩画数を定式化できるかもしれない。
この画数の形状は変換曲線と同様なものであり， この曲線上では技術進歩が労働生産性や資本生産
性を上昇させる作用は競合関係にある生産要素の労働と資本の双方の投入量いかんによって示され
る。ことばをかえていえば， 労働生産性を上昇させるための技術進歩は資本生産性の技術進歩を無
視してなされるし，その逆の場合も成り立つはず、で、ある。 この意味において，理論的分折ではある
が，技術的な限界はその革新可能性画数の意味で確かめることはできるO しかし，この画数の分析
に適した形式を決定することは極めて困難であり， この問題点に関する経験的実証は果たして可能
であるか否かということがやはり残された大きな問題となる。
CES生産画数と VES生産画数の理論構造に関連して要素代替，技術進歩および所得分配の間の相
互関係を微視的な生産理論的観点と巨視的な分配理論的観点から考察したことは， 現代資本制経済
の生産と分配について解明するための第1次的接近として意味のあることであると考えるo
数
?
註
1. CES生産画数の極限値
CES生産画数の特別な場合は極限値の考察の枠内でも導くことができる。 まず最初に，代替パラ
メータ－pについては p=0のときの.CES生産画数がCD生産画数に用いられることを示さなけれ
ばならない。 CES生産画数は次のように単純化することができる。
① Y=U P=f(K, L) 
①式の両辺の対数を取れば，
② lnY=-ltnU p 
この場合，次の極限値が得られる。
③ limlnY=lim~ _l_znu~ 
p→O P→0 l p ) 
④ 
この極限値は3となり， Bernoulli-Hopi凶の定理によれば，③は次式のようになる。
( d(lnU) 1 
limlnY = lim~ ーゴ「；＝ lim~－笠よi
p→0 p→ol dρi p→0 l dp u) 
~ dp ) 
dU(K, L） は⑤式と⑥式に変形できる。
dp 
③ oK一ρ＝oe-PtnK
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⑥くl-o)L-P= (1-o)e-PlnL 
⑤式と⑥式を pで微分すれば，
⑦ 
d(oe-PlnK) -p n 
=oe (-lnK) 
dρ 
d{(l-o)e-PlnL} 
=(l-o)e (-lnL) 
dp ③ 
故に，
⑤ dU -PlnK 一一＝ー｛お (lnK) + (l-o)e (lnL)} dρ 
⑨式を④式へ代入すれば，
⑩ limb 
p→o oK「＋Cl一o)L.-
⑩式の分母は oK-p+(l-o)L-P =Uであるから，⑩式の極限値は，
⑪ 
??
⑪式の真数を取れば，
⑫ Y=KoLI-o 
この式の右辺はCD生産画数そのものである。 CD生産画数⑫には効率パラメータ－rを明示的に
導入することができる。すなわち， Y=rKoLI-oである。⑫式の分配パラメータ－oは資本の偏
生産弾力性に等しい。 ここで規模に関する収穫不変c1次同次〉が前提されていることは明らかで
ある。
一定の要素投入量比率の前提，すなわち， K=KoとL=Loの下で p→∞のとき CES生産画数
からLeontief生産画数を導くことができる。
⑬ f竺Yo=r；~~｛oKoー ρ ＋（日）Lo-P｝→ 
⑬ limY。＝rmin(Ko, L。〉
さらに， CES生産画数は一定の労働量Loを仮定すれば， 資本Kが増加するときにも資本集約度
h（＝ぞ）から極限値を求めることができる。すなわち， 1次同次の生産画数が成立する。
⑮ Y=Lo・f(h)
⑮ ／（め＝r{oK-0+Clーの｝→
故に，
⑫ limY(K, Lo)=LolimrioK-P +Clーの｝下
K→oo K・→00 ~ ' 
⑬ limY(K, Lo)=LorClー の－p＝一定
K→∞ 
資本投入量が無限に増加するとき，産出量Y(K,Lo）は⑬式によれば，一定の極限値を求めるこ
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とができる。 このことは，一方では，労働生産性y=f(h）が極大値rClー の－＊を与えるという結
y 
論をもたらせ，他方では，資本生産性ーを Oへ低下させることになる。
K 
さらに， CES生産画数の場合には資本は労働などには制限なく代替することができる。 CD生産画
数に比べてCES生産画数の場合には， そのことが経済的に解釈できないことであるとしても 1つの
生産要素だけの生産は可能である。
2. CES生産画数の代替画数
代替の弾力性に関する Hicksの定義を用いて単純な方法でCES生産画数の代替画数Reを導くこ
とヵ：で、きる。
dh 
① lσ｜＝会
R 
ここで， Rは次式で示される。。y
dK 
② R=-{[L＝寸 γ
δK 
①式を変形して積分すれば，
J R 1 f dh J dh一一＝一一｜一一＝Cl＋ρ〉 － R IσIJ h 
④ lnlRI = (1 + p) lnlhl + lnl Cl 
④式の真数を取れば，
⑤ R=C・hl+P=C・hq
ay _ -( 1 +t）ーCl+p) 
積分定数Cは，一一一U (1ー のL C> o）であり，。L
C>o）であるから，②式を用いて次式で決定される。。y
τ1 -o K1 ＋ρ1 -0 7_-} 
⑥ R＝一一一＝一一一一一一一＝一一－h~ o Li＋ρ － 
aK 
⑤式と⑥式を比較すれば，
⑦ 
従って， CES生産画数の代替画数はω式で示される。
3. VES生産画数の導出
。y -( 1 ＋~）ー（
一一＝U ・oK、aK 
CES生産画数の回帰方程式が資本集約度hを用いてどのように拡張されるかを示す必要がある
くこの場合，徴分方程式については， 木村俊房， 『常微分方程式の解法』，昭和33年， 15ー 55頁，
と桐村信雄， 『微分積分学演習』，昭和34年， 241-269頁，を参考にした。〉。
① logY= log a+ blog!+ clogh ＋ ξ 
ここで， a, b, cはし、ずれも一定であり， εは正の予想をもっ偶発的な変量である。①式はCD
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生産画数の回帰方程式とCES生産画数の回帰方程式との単純な総合化を示している。労働生産性を
示すためのz=/-tと貨幣賃金率を示すための註側の関係式 l=f(h)-h・fゆ〉を用いて①式か
ら1階非同次微分方程式が得られる。
ど f1 1) zー 1 E －一一一一一
＼ム b/h /ih(f;十1)② 
②式の同次部分の解は，
③ ZH= fih l -t
ここで. fiは積分定数である。
非同次微分方程式の特別解は，例えば， Pの変分によってみつけることができる。 ②式における
Z1Hの再代替と戸の従属積分は，
1-t （ 以ヱ＼／ b ¥ 
④ fi ＝一一一一一（ h b ）（一一一一）よ＼ノ＼1-b-c J 
ab 
④式を③式へ代入すれば，その特別解zsが得られる。
⑤ ZS＝ー ヰ（-d=c)h-t
ab 
Bernoulli型の微分方程式の一般解 ZJは，次式で示される。
⑥ ZJ = ZH +zs 
⑥式に③，⑤式を代入して， z=y1-1;=y-Pを用いれば，
( -P -tr1 -b ¥ h -c(l十P)i-t⑦ y = if3h ＋α ー（ー 一一一一） ｝ l ¥ 1-b-c J ) 
この⑦式へ Y=yL, K=hL，α＝a-i, ザ＝」二L を代入すれば， ω式が得られる。
1-b-c 
例式へ α＝CI-o)r-pと/3=or -pを代入すれば，最終形式ωのVES生産画数が得られる。
4. VES生産画数の代替画数
VES生産画数の代替画数Rv=f(h）はHicksの形式を用いて導くことでができる。
① dR _ 1 dh 
R IσI h 
VES生産画数の代替の弾力性を示す仰）式を①式へ代入して若干の変形をすれば，
② dR 1 -c R c R2 －互瓦一一b一一石－ b h2 
②式は Z=R-1を用いて 1次の Bernoulli型の徴分方程式に書き換えることができる。
③ dz I 1 -c z _ C h ' b h bh2 
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③式の同次部分の解ZHは，
( ZH=C•h b 
非同次微分方程式の特別解zsは積分定数Cの変分によってみつけることができる。③式におけ
るど＝f'(C,h）の再代替とこれに関連する Cの積分は④式を用いて得られる。
⑤ zs- c － h(l-b-c) 
④，⑤式から，一般解 ZJは，
⑥ z1=R-1 = C・h b 十 h(l-b-c) 
積分定数CはC=0のときに決定される。この場合にはVES生産画数の代替画数RvはCES生産
画数の代替画数Reに変形することができる。
⑦ 
③ 
」一＝C・hb 
n.c 
Rc=C・hσ
ここで， C=l_二三である。臼）式の Rvは⑥式を変形し， C=l二三を用いて得ることができ
0 
る。
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(1) Arrow , K. J. , Chenery, H. B .，乱1inhas,B. S. and Solow, R. M., "Capital-Labor Substitution 
and Economic Efficiency，’ Review of Economics and Statistics, Vol. 43, 1961, pp. 225-250. これ
を以下では ACMS,op. cit.，とする。 CES生産画数の形式は Solowが最初に展開した形式にもとづいてい
る。 Solow,R. M.，“A Contribution to the Theory of Economic Growth", Quαrterly journal of 
Economics, Vol. 70, 1956, pp. 65-66, p. 77. 
(2）例えば，次の文献にみられる。 荒憲治郎，『経済成長論』， 1969年， 3-48頁， 93ー133頁， 184-202頁。足立
英之氏，「生産画数の理論的基礎」，『国民経済雑誌』，第129巻，第3号， 1974年3月， 85-97頁。佐藤和夫，『生
産画数の理論』，昭和50年， 67-78頁， 138-159頁， 237-252頁。 Minhas,B. S., An International Comρar『
ison of Factor Costs and Factor Use, 1963, pp. 26-27. Kravis, I.，“Relative Shares in Fact and 
Theory", American Economic Review, Vol. 49, 1959, pp. 917-949. Ferguson, C. E.，“Cross-Sect ion 
Production Functions and the Elasticity of Substitution in American Manufacturing Industry, 1947-195 
8’に Reviewof Economics and Statz・stics,Vol. 45, 1963, pp. 305-313 ; Ditto，“Time-Series Produ-
ction Functions and Technological Progress in American Manufacturing Industry", journal of Poli-
tical Economy, Vol. 73, 1965, pp. 135-147. Solow, R. M.，“Capital, 
Labor, and Income in Manufacturing", in The National Bureau of Economic Research (ed.), The 
Behavior of Income Shares, 1964, PP. 101-128. Brown, M, and de Cani, J. S.，“A Measure of 
Technical Employment", Review of Economics and Statistics, Vol. 45, 1963, pp. 386-394. Brown, 
M. and Popkin, J.，“A Measure of Technological Change and Returns to Scale”，Revfrw of Economics 
and Statistics, Vol. 44, 1962, pp. 402-411. Dhrmes, P. J.，“Some Extensions and Tests for the 
CES Class of Production Functions", Review of Economics and Statistics, Vol. 47, 1965, pp. 357『
366. McCarthy, M.，“Embodied and Disembodied Technical Progress in the Constant Elasticity of 
Substitution Pro<luction Function", Review of Economics and Statistics, Vol. 47, pp. 71-75. Diw-
an, R. K.，“An Empirical Estimate of the Elasticity of Substitution Production Function", Indian 
Economic journal, Vol. 12, 1965, pp. 347-366. Moroney, R. D., "Time-Series Elasticities of 
Substitution and Labor’s Share in U. S. Manufacturing : the Postwar Periαl’＇， Southern Economic 
journal, Vol. 32, 1966, pp. 474-483; Ditto, "Identification and Specification Analysis of Alternative 
Equations for Estimating the Elasticity of Substitution", Southern Economic journal, Vol. 37, 1970, 
pp. 287-299. Blair, R. D. and Kraft, J.，“Estimation of Elasticity of Substitution in American Man『
ufacturing Industry From Pooled Cross-Section and Time-Series Observations", Review of Economics 
and Statistics, Vol. 56, 1974, pp. 343-347. Griliches, Z.，“Production Functions in Manufacturing : 
Some Preliminary Results’勺 inBrown, M. (ed.), Theory and Emρirical Analysis of Production, 
1967, pp. 275-322. 
(3) Pitchford, J. D.，“Growth and the Elasticity of Substitution", Economic Record, Vol. 36, 1960, 
pp. 491-504. Brown, M. and de Cani, J. S.，“Technological Change and the Distribution of Income", 
International Economic Review, Vol. 4, 1963, pp. 289-309 ; Ditto, op. cit., 1963, pp. 386-394. 
Kendrick, J. W. and Sato, R.，“Factor Prices, Productivity, and Economic Growth", American Ec『
onomic Review, Vol. 52, 1963, pp. 974-1003, especially pp. 980-981, p. 997 （第1表〉．
(4) ACMS, op. cit., p. 226, p. 230. Pitchford, J. D., op. cit., p. 503. Frisch, H., ,,Die CES-Fun『
ktion. Ein Beitrag zur Produktionstheorie", Zeitschrift fur Natfona!Okonomie, Bd. 24, 1964, ss. 
419-444, insbesondere ss. 420-425. Sato, R., ＇‘Linear Elasticity of Substitution Production Functions，’ 
Metroeconomica, Vol. 19, 1967, pp. 33-41. Krelle, W., Produktionstheorie, 1969, s. 150. Ferguson, 
C. E., The Neoclassical Theory of Production αM Distribution, 1969, p. 103；木村憲二訳，『生産
と分配の新古典派理論（上〉』，昭和46年， 132頁。 Kadiyala, K., "Production Functions and Elasticity 
of Substitution", Southern Economic journal, Vol. 38, 1972, pp. 281-284. 
代替の弾力性については， 1933年の A.P. Lernerの概念を初めとしてさまざまな概念がある。この点は次
の文献で展望されている。 Morrissett,I.，“Some Recent Uses of Elasticity of Substitution", Economet-
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rica, Vol. 21, 1953, pp. 41-62. 
(5) Solow, R. M.，“A Skeptical Note on the Constancy of Income Shares", American Economic Review, 
Vol. 48, 1958, pp. 618-631, especially p. 620. 
(6) CES生産画数は理論的研究の対象にされて一般化された形式の生産画数に拡張されている。 Uzawa,H., 
“Prcxluction Functions with Constant Elasticities of Substitution", Review of Economic Studies, Vol. 
29, 1962, pp. 291-299. Uzawa, H. and Watanabe, T., "A Note on the Classification of Technical 
Inventions", Economic Studies Quarterly, Vol. 12, 1961, pp. 68-71. Mcfadden, D.，“Further Results 
on CES Prcxluction Functions，’ Review of Economic Studies, Vol. 30, 1963, pp. 73-83. Samuelson, 
P.A.，“Parable and Realism in Capital Theory : The Surrogate Production Function，’ Review of 
Economic Studies, Vol. 29, 1962, pp. 193-206. Mukerji, V.，“Generalized SMAC Function with 
Constant Ratios of Elasticities of Substitution“， Review of Economic Studies, Vol. 30, 1963, pp. 
233-236 . Paroush, J.，“A Note on the CES Prcxluction Function", Econometrica, Vol. 32, 1964, pp. 
213ー・214.Nelson, R. R.，“Ag宮regateProduction Functions and Medium-Range Growth Projections”， 
American Economic Review, Vol. 54, 1964, pp. 575-606. Whitaker, J. K.，“A Note on the CES 
Production Function，’ Review of Economic Studies, Vol. 31(2), 1964, pp. 166-167. Mundlak, Y., 
"Transcendental Multiproduct Prcxluction Functions，’ International Economic Review, Vol. 5, 1964, 
273-284. Sato, K., "A Note on the Classification of Technical Inventions", Economic Studies Qua-
rterly, Vol. 15, 1965, pp. 78-82. Gorman, W. M.，“Production Functions in which the Elasticities 
of Substitution stand in Fixed Proportion to Each Other", Review of Economic Studies, Vol. 32, 
1965, pp. 217-224. Shep er, W., ,,Produktionsfunktionen mit konstanten Substitutions-elastizitaten", 
]ahrbucher fur Nationa!Okonomie und Statistik, Bd. 177, 1965, ss. 1-21. Yasui, T.，“The CES 
Prcxluction Function : A Note，’ Econometrica, Vol. 33, 1965, pp. 646-648. Liu, T. C. and Hildeb『
rand, G. H., Manufacturing Production Functions in the United States, 1957, 1965, p. 3ο. Sato, 
R.，“A Two-Level Constant Elasticity of Substitution Production Function", Review of Economic 
Studies, Vol. 34, 1967, pp. 201-218. Bruno, M.，“Estimation of Factor Cοntribution to Growth 
Under Structural Disequilibrium，’ International Economic Review, Vol. 9, 1968, pp. 49-62. Krelle, 
W., a. a. 0., 1969, s. 147-152. 
この註で示した（2）式の CES生産画数は ACMSの CES画数である。 ACMS,op. cit., p. 230. Walters, 
A. A.，“Prcxluction and Cost Functions : A Econometric Survey’＇， Econometrica, Vol. 31, 1963, pp. 
1-66, especially p. 54. 
(7）規模パメラメータ一入が，入＞ 1のときには，収穫逓増であり，入く1のときには収穫逓減である。 Walters,
A. A., op. cit., p. 7. 
(8) CES生産画劉2）の場合には， 1次同次であるから，代替の弾力性を求めるためには， R.G. D. Allenの定
式①が用いられる。 Allen,R. G. D., Mathematical Analysis for Economists, 1938, p. 343；高木秀
玄訳， 『経済学研究者のための数学解析（下〉』， 1942年， 352頁。
単純化のために，（2）式は Y=U ρ＝f(K,L）と書き換えて次の偏微分を取れば，。Y ay 
oK oL 
σ＝ y. a2y 
oK・oL
① 
② 
。y -( l +-1）一(1+ P) 一一＝U ¥ Pl(lーのL >O oL 
ay －い＋よ｝一(1+ p) 一一＝U ' PloK >o oK ③ 
。2y -( 2 ＋よ）ーCl+P）ー(1+P) 一一一一＝（l+p)UI PloK (1ーのL >O 
oK・oL④ 
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②，③，④式を①式へ代入すれば， CES生産画数の代替の弾力性 σ＝＿！＿が得られる。従って， p＝」一一1
l+Pσ 
である。
p= 0のとき， CES生産画数の代替の弾力性から， CD生産画数の代替の弾力性 σ＝1が得られ， p==
のときには， Leontief生産画数の代替の弾力性が得られる。
(9) ACMS, op. cit., p. 225. Pitchford, J. D., op. cit., p. 492. Brown, M. and de Cani, J. S., op. 
cit., p. 290. Kendrick, J. W. and Sato, R., op. cit., p. 984. M. I. KamienはACMSとは異なる
方法で CES生産画数を導いている。 Kamien, M. I.，“A Comment on Alternative Derivations of the 
Two Input Production Function with Constant Elasticity of Substitution，’ Zeitschrift fur Nαtiona『
fokonomie, Bd. 24, 1964, ss. 124-126. Helmstadter, E., ,,Die Isoquanten gesamtwirtschaftlicher 
Produktionen mit】rnnstanterSubstitutionselastizitat", ]ahrbucher f玩fNationa!Okonomie und Statistik, 
Bd. 176, 1964, ss. 177-195. Gerakis, A. S., "A Note on Linear and Homogeneous Functions and 
Marginal Products，’ Economica, Vol. 29, 1962, pp. 282-283. 
(10) E. Helmstadterは代替の弾力性が等量曲線にどのような影響を与えるかについて考察している。
Helmstadter, E., a. a. 0., ss. 180-184, ss. 188-190. Krell~ ， W., a. a. 0., p. 56. 
ここで， CES生産画数（2）の変数の存在範囲を明らかにしなければならない（Praetz,P. D.，“甘1eFermi『
ssible Range of the CES Production Function", Review of Economics and Statistics, Vol. 50, 1968, 
pp . 287-288.）。
CES生産画数（2）において産出量 Yが一定であると仮定すれば，資本投入量 Kは労働投入量 Lの画数とし
て示される。
① K={o-1（子rp一（o-1 -1) L-P｝す
(2）式から一定のYを維持するために必要なKは次の条件を満たさなければならなし、。
② 
③ 
oK -I l十 p T< 
-=(1-o -) h く o, h＝号。L
話＝（手rPo -1 (o -1 -1)(1 +p) K2P+1 L一（2+P)>O
②，③式が成立するためには，次の④式が成立しなければならない。
④ （手）ーら一1ー ゲ1-l)L-P>O
④式において， P>Oのとき，すなわち， σく1のときには，④式は Lが (1 のーfir IYくLく∞の範囲に
存在することを意味する。逆に， pく0（σ＞l）のときには， Lが 0孟Lく(1 のーfir Iy の範囲に存在す
ることを意味する。 p=0のときには， CES生産画数は CD生産画数になり， KとLには K>O,L>Oの条
件以外は何の制約条件も存在しない。
同様にして，所与の Yの下で Lを K の画数として示せば， p>O （σ＞ 1）のときには， Kは S下y ly 
くKく∞の範囲に存在し， p>O （σ＞1）のときには， K は 0孟K<o九Iyの範囲に存在しなければなら
ない。
p>O のときの等量曲線の形状は， Lが右から (1 のー"Pr I Yに近づくにつれて対称的にKの値は無限大
に近づくから，また， L→∞のときには対称的に K→ofir i Y となるから，原点に対して凸状である。
PくOのときにも等量曲線の形状は原点に対して凸状であるが， L→0のときは， K→ん lyとなり，左か
らLがく1-o）~r 1 Yに近づくときは K→0となる。等量曲線は④式の条件によってK軸と L軸で交わる
ことができないから， Kは P>O のときの Lの存在高回以外の範囲に存在することはできない。 0三玉5三1
であるから， P>Oのとき L>r 1Yの値が用いられ， pくO のとき Lく7 1 Yの値が用いられるならば， K
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の｛直を決定することができる。
(11) Brown, M., On the Theory and Measurement of Technological Change, 1966, p. 36. 。y Y ay Y 
(12）一一く一一 一一くーーであるから，（5),（母式はともに負となる。。L L’ oK K 
(13) ACMSはこれらの特色を「示すことができるであろう」 (p. 228.）と記述しているだけであって式で示し
ていない。この式は数学註 1.で示しているが，式の展開は， Ferguson,C. E., op. cit., 1969, pp. 105-107, 
と Walters,A. A., op. cit., p. 7，と Krelle，羽T., a . a.0. ' 1969, SS. 150-151，と Helmstadter,E. , 
a . a . 0 , ss. 193-194，を参考にしたが，それらの展開と同じではない。
(14) Helmstadter, E., a. a. 0., s. 184, s. 191. 
(15) Helmstadter, E., a. a. 0. , s.191. 
( 16) B. Gahl enは CES生産画数の代替の弾力性 σを評価するために次式を用いている。
EL =(1ーのrqー 1l 1ー σ
ここで， ELは賃金分配率である。 Gahlen, B. , ,,Zur Theorie und Messung des nichtneutralen technis『
cher Fortschritts in CES-Funktionen", Zeitschrift fur die gesamte Staαtswissenschαft, Bd. 123, 
1967, ss. 459-470, insbesondere s. 459. 
(17) Helmstadter, E., a. a. 0., s. 184. 
(18）この証明は ACMS,op. cit., p. 233，になされている。 Brownによれば，（7),(8）式を用いて完全競争の
下で（拭の要素価格比率土から得られる（互ト（~）a（＿！＿γ のときに明らかとなる。この式は所与の
π ＼Lノ＼ 1-0ノ＼ πノ
ムと一定の σの下では分配パラメータ－ 0が生産方法を示す資本集約度ムに対する 1つの尺度であるこL 
とを明らかにしている。
分配パラメーターの平均値は大低の経験的実証では約0.2～0.30の間で評価されている。 ACMS,op. cit., 
p. 240. Kendrick, J. W. and Sato, R., op. cit., p. 997. 
(19) Brown, M., op. cit., p. 45. Brownの解釈の意味は（7),(8）式を用いて完全競争の下では（9）式で示される。
（拭から資本集約度ド（そ）を求めれば，
h＝互＝（__!_ _!__ lσ
L ¥1-oπ ／ 
この式から，所与の要素価格比率 lー の下では，分配パラメータ－ 0が資本集約度 hの決定要因になるこ
π 
とが明らかになる。この式は ACMS,op. cit., p. 233，の（20a）式である。
(20) Hicks, J. R., The Theory of Wages, 1st ed., 1932, 2nd ed., 1963, p. 245, pp. 289-290. Allen, 
R. G.D., op. cit., p. 341. Krelle, W., Verteilungstheorie, 1962, ss. 62-63. Bronfenbrenner, M., 
“A Note on Relative Shares and the Elasticity of Substitution", Journal of Political Economy, 
Vol. 48, 1960, pp. 284-287 ; Ditto, Income Distribution, 1971, p. 330, p. 402. 
(21) Allen, R. G. D., op. cit., p. 356. 
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lim Y=lim r~oK +(1ー の L . ~ P→∞ 
K→oo K→00 ~ ) 
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r .! 
lim Y=lim , ー ρ ー ρ、＝r(lー のPL
K→∞ K→oo~ 'iJK ' +(1ー のL '} 
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ay ay マ y ay ay K _ 
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h2 π 
の産業モデ、ノレにおいてlー の値だけが存在し， 2つの生産画数のパラメーターの値が既知であるから，集計的な
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(75) Walters, A. A., op. cit., p. 39. 
(76) ここで「本来の代替の弾力性」に関する概念ないしは定義を整理しておく必要がある。 これには4つの定
L 
0 
式化が用いられている。
第1の定論土，例えば， Brownの定義である（Brown,M., op. cit., p. 18.）。この定義は横軸に対する角
度81と82で示される。この代替の弾力性〈σE)lは，労働の限界生産物に対する資本の限界生産物の比率，す
I ~ ¥ d(_i_互＼ d( _J__ 'I
なわち，技術的限界代替率三互I ＝~ι｜の相対的変化三起に対する要素価格比率の相対的変化「μ
fL ¥ ay I fK 
¥ oL I fL π 
の比率に等しし、から，次式で示される。
,( L ¥ f K ,,( L ¥ ，（ π ＼ 
① 〈σ＇・）1＝三互l」Lで＝三互三二とど
心 L ,/ f K ¥ L π 
K -¥fLノ k l 
（σE)lは tan81の相対的変化を tan82の相対的変化で除したものであり， 2つの角度は同じであるから，
8 / 4 , ， 
／’ 81 
, , 
①式で定義した代替の蝉力性は常に正で、あり，その存在範囲は
0く〈σE)lく∞である。（σg)1=0 となる場合は，労働投入量の減少
が技術的理由から資本投入量の増加で補えないために産出量が一定にな
るときに生じる。これに対して，労働投入量が高水準であっても，労働
投入量l単位が常にこれと同量の資本投入量を用いて代替できるなら
ば，永続的な代替が保たれる。この場合， 〈σE)1＝ となる。
第2の定義は，例えば， ACMS,Ferguson, Johnesのものであり
(ACMS, op. cit., p. 229. Ferguson, C. E., op. cit., 1965, p. 
306. Johnes, R. W., op. cit., pp. 848-855.），縦軸に対する角度。3と 84で示される。この代替の弾力性（σg)2は労働による資本の
K 限界代替率（従って， tan83） の相対的変化に対する要素価格比率の相
対的変化の比率に等しい。すなわち，次式で示される。
,{ L ¥ f L ,,( K ¥ l …－・ - ＂＂－一－－
② （σE)2 ＝二工ιノ~＝ムムl 寸午、
K ,/ ・ JL ¥ K ,/ ¥ 
L -¥fKI L －＼ π ／ 
②式の代替の弾力性は2つの生産要素に対して対称であり，ことばをかえていえば，（σE)zが Lによる K
の代替であると定義すれば， Lが fに， Kが πにおきかえられるときに同じ値になることをあらわしてい
る。このことは③式が成立することを意味するから， ①式と②式の2つの代替の弾力性の定義は区別できない
ことになる。
第3の定義は，例えば， Lerner,Bombachのものであり（Lerner,A. P., op. cit., p. 69. Bombach, 
G. , , Die verschiedenen Ansatze der Verteilungstheorie“， in Schneider, E. (hrsg.), Einkommensvert-
eilung und technischer Fortschritt, 1959, ss. 95『 154,insbesondere s. 116.），この代替の弾力性は要素
~ K 価格比率の相対的変化L対する資本集約度一ーの相対的変化の比率に等しい。すなわち，L 
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ゲE〕3＝玉±）÷心与 d（テ） ④ (aR )4＝王室土ι 去 d（十）
tan04の相対的変化は tanfhの相対的変化に関連する。一方の要素に代替されるときにはむと 02は相反し
て大きくなるから， 〈σE)3は負となる。この点で代替の弾力性の第1の定義と第3の定義とが異なることは明
らかである。従って，（σE)s＝一（σE)1となり，③式によって（σE)3＝一（σE)2となる。③式の証明は，①，
②式に代入して変形すれば示される。
d（す） ・d（÷）・K2.f2 
d（そ） ・d（子｝L2・π2
K・dL-L・dKπ・dl-l・dπ 。。K2!2 
K2 ir2 
K・dLー L・dKπ・dl-;;J・dπL2π2
L2 l 
第4の定義は，例えば， HesseとGahlenのものであり（Hesse,H. und Gahlen, B., a. a. 0., ss. 181 
『 182.），④式で示される。
ここで tan01の相対的変化は tan03の相対的変化に関連する。。1と（）3は代替過程において相反して大
きくなるから，この場合の代替の弾力性は負である。代替の弾力性は対称的な性質をもっているから， 代替の
部力性の第3の定義と第4の定義は同じ意味をもつものになる。
(77) 「歴史的な代替の弾力性」 σHの「歴史的な」とは時間を考慮したという意味である。この意味の代替の弾
力性は， 3つの仮定（どれか1つの等量曲線上のすべての点の弾力性が等しいこと， すなわち，代替の弾力性
が一定であること， 生産物市場と要素市場には完全競争が支配的であり， 利潤最大化の仮定も存在すること，
要素投入量の水準と要素価格の水準はともに一定であること〉の下で考慮することができる。要素投入量と要
素価格比率のそれぞれの相対的変化が事後的に生じるものであれば， 短期分析の方法と代替の弾力性の第1の
定義にもとづいて考慮することができる。短期では資本と労働の2つの成長率が等しいから， 次式が成立す
る。
,:J( __f_ ¥ 」－ rl一壬＿＼ _!!___ WL W_-WK 
¥ K Jπ -, K I l 77 一一
① σs＝」子二 --:r--;-ミセ~」 --:r;-ですー＝
一－ LI(-) - d（－） 一÷Wπ－WzK ¥lJ K ¥l/ 1 t 
ここで， WLは労働の成長率， WKは資本の成長率， Wπは利潤率ないしは利子率の成長率， Wzは貨幣賃金
率の成長率である。①式の代替は要素価格比率がもっぱら WLチWKのときの代替とその代替効果が変化する
場合に生じる。①式の分母の Wrr-Wzは代替効果ではなくて進歩効果によって決定される。従って，比率
W_ -WT_ 
L A は代替の可能性や等量曲線の曲率をあらわすものではなし、。この比率はある特定の短期において資
”に－ fヘ本集約度ふ逆数の成長率 W土が要素価格比率の成長率 w~ よりもどれだけ大きいかをあらわし代替効果
K l 
と進歩効果の下で要素価格比率の成長率が資本集約度の逆数の成長率にどのような影響を与えるかをあらわし
ている。この比率が「歴史的な代替の弾力性」と呼ばれることは Kravisにも伺われる（Kravis,I., op. cit., 
p. 940.）。 Kravisは， Fergusonと同様に曲率弾力性が重要であると考えるから，この弾力性を算定するため
の統計的可能性は点弾力性として定義される本来の代替の弾力性 σE とは当然異なっていなければならないと
主張する。また， Kendrickと SatoはσHを算定するときの評価方法として用いている（Kendrick,J. W. 
and Sato, R., op. cit., p. 989 ((11a）式〉．〉。 HicksとJ.E. Meadeもそれを用いている（Hicks,J. 
R . , op. cit. , p . 117, p . 245 . Meade, J. E.，“The Elasticity of Substitution and the Incidence of an 
Imperial Inhabited House Duty，’ Review of Economic Studies, Vol. 1, 1934, pp. 152『 153.）。
(78) この点は図解（第3図〉で証明されている。 Hesse,H. und Gahlen, B., a. a. 0., ss. 186『 188.
(79) ACMS, op. cit., p. 229. 
(8ο〉 Tと 5の導函数は ACMS以外の方法でも得ることができる。例えば， vintageの接近方法を参考にして
得ることができる。この手がかりとなるのは次の文献である。 Solow,R. M., op. cit., 1964, p. 103. 
(81) ① 一L刈代1一o）一 1f=i，あるいは， tnflo一o）一 1f =(l+p) 
1十p l J l J 
両辺に－ 1を乗じれば，
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② 一tn{rPc 〉一lニ〈 〉？，あるいは， tn{r一p(l一斗一〈山＋P)
②式を変形すれば・， (92）式が得られる。
(82) ACMS, op. cit., p. 244. Brown, M. and de Cani, op. cit., p. 391. Scheper, W., a. a. 0., s. 
11. Brown, M., op. cit., p. 129. この回帰方程式による評価方法はここでは多少改良した形式で、示してい
る。このような改良は Hicksの中立的技術進歩が存在することを仮定すれば，本来の代替の弾力性 σEを算定
するのに必要である。
(83) Hesse, H. und Gahlen, B., a. a. 0., s. 208. 
(84) ACMS, op. cit., p. 224. 
この（101）式の評価方法は，例えば， Ferguson,R. I. Mc】｛innonなどの方法でもある。 Ferguson,C. E., 
op. cit., 1965, p. 300. Mckinnon, R. I.，“Wages, Capital Costs, and Employment in Manufacturing 
; A Model Applied to 1947-58 United States Data ’勺 Econometrica,Vol. 30, 1962, pp. 501-512, 
especially p. 509. 
横断分析の枠内で代替の弾力性を算定するときには， 時間要素は役割を果たさない （μ3t=0）から，（101)
式の回帰方程式は次の形式で用いられる。
① tn（壬）＝μ山 4lnl
①式の評価方法でも， Aoは未知であるから，分配パラメータ－ 0の値は CES生産画数（97）から直ちに決定
することはできない。 しかし， 「歴史的な代替の弾力性」は決定することができる。①式の評価方法は，例え
ば， Ferguson, V. R. Fuchs, Minhas, Frischなどの方法である。 Ferguson,C . E . , op.cit . , 1963 , p . 
305. Fuchs, V. R.，“Capital－、LaborSubstitution : A Note", Review of Economics and Statistics, 
Vol. 45, 1963, pp. 436『438. Minhas, B. S., op. cit., p. 19. Frisch, H., op. cit., s. 427. 
(85) Bodkin, R. G. and Klein, L. R.，“Nonlinear Estimation of Aggregate Production Functions，’ 
Review of Economics and Statistics, Vol. 49, 1967, pp. 28『 44.
(86) Bodkin, R. G. and Klein, L. R., op. cit., pp. 33-34, p. 41. 特に（36）式，あるいは，（37）式の評
価方法である。
(87) David, P. A. and van de Klundert, T.，“Biased Efficiency Growth anb Capital-Labor Substitution 
in the United States, 1899『 1960’＇， American Economic Review, Vol. 55, 1965, pp. 357-394. 
(88) David, P.A. andvandeKlundert, T., op. cit., p. 364. 
この評価方法は，例えば， ACMS,J. R. Minasianの方法である。 ACMS,op. cit., p. 244. Minasian, 
J. R.，“Elasticities of Substitution and Constant Output Demand Curves for Labor", Journal of 
Political Economy, Vol. 69, 1961, pp. 261『270,especially p. 266. 
(89) ACMS, op. cit., p. 246.特にく38）式の評価方法である。
(90) David, P. A. and van de Klundert, T. , p. 371.特に（7a）式の評価方法で、ある。
(91) David, P.A. and van de Klundert, T., op. cit., p. 376. 
(92) Kravis, I., op. cit., p. 946. Diwan, R. K., op. cit., p. 363. Kendrick, J. W. and Sato, R., 
op. cit., pp. 988-991. Fucks, V. R., op. cit., p. 347. Minasian, J. R., op. cit., p. 266. 
Scheper, W., a. a. 0., s. 17. Krelle, W., ,,Ersetzung der Produktionsfunktion durch preis-und 
kapazi tatsabhangige Produktionskoeff iz ienten“， ］ahrbucher fur Nationa!Okonomie und Statistik, 
Bd. 176, 1964，民主90『'318.Minhas, B. S., op. cit., p. 265. Fe培uson,C. E . , op. cit. , 1963 , p . 
305, p. 311. Moroney, J. R., op. cit., 1966, p. 476. 
(93) Eisner, R.，“Comments on Solow’s 'Capital, Labor, and Income in Manufacturing，”， in the 
National Bureau of Economic Research (ed.), The Shαre of Income Shares, 1964, pp. 123『 137.
Leontief，明T.，“InternationalFactor Costs and Factor Use，’ American Economic Review, Vol. 54, 
1964, pp. 335-345. Robinson, J.，“Factor Prices Not Equalized’勺 Quαrterlyjournal of Economics, 
Vol. 78, 1964, pp. 202-207. Robinsonと Leontiefの批判は重要である。 ACMSの代替の弾力性は Ricardo
効果，すなわち， 労働を資本によって代替し，逆に資本を労働によって代替することだけをあらわしている
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が，この Ricardo効果とならんで Leontief効果〈労働を労働によって代替すること〉も存在することが明ら
かにされている。 Ricardo効果について F.A. von Hayekが解釈した効果は N.Kaldorが批判している。
Kaldor, N.，“Professor Hayek and the Concertina『 Effect”， inKaldor, N., Essays on Economic 
Stαbility and Growth, 1960, pp. 148『 176.
(94) Nelson, R.R., ＇‘Aggregate Production Functions and Medium『RangeGrowth Projections，’ Amer£『
can Economic Review, Vol. 54, 1964, pp. 575--606. Kmenta, I., op. cit., p. 180. Kmentaの評価方
法は次式で示される。
lnY=lnr+ (1ーのlnK+olnL＋ユ入o(lーの1二上(lnK-lnL)2+h£gherorder terms 
2σ 
しかし， σの評価は極めて不安定である。
A A A 
(95) Griliches, Z., op. cit., p. 277. Grilichesは σ＝-0.326 (1954年〉， σ＝2 .409 (1957年〉， σ＝ー o.
018 (1960年〉と評価している（Griliches,op. cit., 1965, p. 30.）。
(96) Chetty, V. K. and Sanker, U.，“Bayesian Estimation of the CES Production Function", Review 
of Economic Studies, Vol. 32, 1965, pp. 289『294,especially p. 292. 
(97) Zellner, A. and Revankar, N. S.，“Generalized Production Functions", Review of Economic 
Studies, Vol. 36, 1969, pp. 241『250.
(98) Lovell, C. A. K., op. cit., p. 686, p. 689. 
(99) Blair, R. D. and Kraft, ]., op. cit., p. 345. 
(100) Lu, Y. and Fletcher, L. B., op. cit., p. 449. 
(101) Liu, T. and Hildebrand, G. H., op. cit., p. 35. 
(102) Lu, Y. and Fletcher, L. B., op. cit., p. 451. 
(103) Lu, Y. and Fletcher, L. B., op. cit., p. 451. 
(104) Fleck, F. H., Finkbeiner, B., Casutt, R., a. a. 0., s. 71. 
(105) Dobell, R., op. cit., p. 444. 
(106) Fleck, F. H., Finkbeiner, B., Casutt, R., a. a. 0., s. 70. 
007) Solow, R. M., op. cit., 1956, pp. 65『66.
(108) Lu, Y. and Fletcher, L. B., op. cit., p. 452. 
(109) Fleck, F. H., Finkbeiner, B., Casutt, R., a. a. 0., s. 74. 
(110) 1957年のアメリカの12の精選された産業で、検証している。資料は TheAnnual Survey of Manufαctu『
res, 1957，である。
(111) Revankar, N. S., op. cit., p. 70. 
(112) Lovell, C. A. K., op. cit., p. 686. 
(113) Bronfenbrenner, M., Income Distribution Theory, 1971, p. 402. 
(114) (132）式を変形すれば，
w -w 
① σ＿ K L 
－ W仁一時ri 宜
あるいは，
w _ -w _ 
② σ＝ l -WErー W i.J -
T. (1-ET) 
②式の証明は次のようになる。（9）式の変化率は，
③ w1 -wπ＝WEL ＋士（WK-WL) 
③式の両辺を WKないしは WLで鉱張すれば，
④ WEL-W（日よwd＋せτ（WK-WL)
④式において Wd=Oのときに②式が得られる。ここで賃金分配率 EL と利潤分配率EKのそれぞれの相
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対的変化率が得られる（Kendrick,J. W. and Sato, R., op. cit., p. 890.）。
⑤ w EL= ( 1 -EL )( 1 --} )cw L -w K) 
⑤ W(1旬 ＝EL(1ーす）cwL-w K) 
σ＝ 1のときには，賃金分配率と利潤分配率は不変で、あり，しかも，要素投入量比率に依存しない。 σく 1の
ときには，資本は労働よりも速く増加するから， 賃金分配率は上昇し，利潤分配率は低下する。 σ＞ 1のとき
には，資本集約度が上昇するから，賃金分配率は低下し，利潤分配率は上昇する。
(115) Kaldor, N.，“A Model of Economic Growth", Economic Journal, Vol. 67, pp. 591-.624. Kaldor, 
N. and Mirrlees, J. A.，“A New Model of Economic Growth'', Review of Economic Studies, Vol. 
29, pp. 174『 192.拙稿， 「ケインズ派分配・成長理論における安定メカニズム」，『富大経済論集』，第21巻，
第3号， 1976年3月， 1~36頁：同， 「分配理論としての巨視的限界生産力説（1）」，『富大経済論集』，第22
巻，第 3 号， 1977年 3 月， 96~126頁。
(116) Lu, Y. and Fletcher, L.B., op. cit・2P・452.
(117）例えば，次の文献である。 Fellner,W.，“Two Propositions in the Theory of Induced Innovations，’ 
Economic Journal, Vol. 71, 1961, pp. 305-308 ; Ditto，“Prof it Maximization, Utility Maximization, 
and the Rate and Direction of Innovation", American Economz・cReview, Paρers and Proceedings, 
Vol. 56, 1966, pp. 24『32;Ditto，“Measures of Technological Progress in the Light of Recent Growth 
Theories，’ American Economic Review, Vol. 57, 1967, pp. 1073』 1080. Walter, H., a. a. 0., ss. 
194『 195.
C. Kennedyは技術進歩の誘発的偏向と所得分配との相互関係を明らかにするために， “innovation poss『
ibility frontier，，の概念を導入している。 Kennedy,C.，“Induced Bias in Innovation and the Theory of 
Distribution", Economic ]ournαl, Vol. 74, 1964, pp. 541『 547; Ditto，“Samuelson on Induced Inno『
vation＇’， Review of Economics and Statistics, Vol. 48, 1966, pp. 442『444.Kennedy, C. and Thi r『
lwall, A. P.，“Surveys in Applied Economics : Technical Progress，’ Economic journal, Vol. 82, 
1972, pp. 1ト・71. Samuelson, P. A.，“A Theory of Induced Innovation Along Kennedy『Weizsacker
Lines”， Review of Economics and Statistics, Vol. 47, 1965, pp. 343-356. 荒憲治郎，前掲書，
184『Wl頁（第3章，誘発的偏向技術と所得分配〉。
Ahmad, S.，“On the Theory of Induced Invention", Economic Journal, Vol. 76, 1966, pp. 344』357.
